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届出事業者　様

現場検査の結果、以下のような指摘内容がありましたので、是正を行ってください。

本日是正完了日が確定しない場合は、７日以内に完了予定日を現場検査員に連絡してください。

是正の結果は、是正前、是正後の写真等を添えて現場検査員まで報告してください。

なお、是正が完了しない場合は、現場検査は合格とならず、保険証券は発行できない場合があります。

年 月 日

年 月 日

（届出事業者通知用）

5010011204Ｋ  

届出事業者

（登録事業者）

現場検査立会者 現場検査員番号



指摘内容通知書

（全ての保険の現場検査共通）

申込受付番号 現場検査実施日

住宅取得者(予定)

(リフォーム発注者)

 現場検査員名

ＮＯ．

検査項目 指摘内容 是正内容

番号 準拠基準 現場検査時の状況 （要資料添付）



是正 現場検査員

完了日 確認日



備

　

　

　

考

是正完了予定日

□　全ての是正完了

是正完了確認日
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まもりすまい既存住宅保険（検査機関保証型）
　　　　　　　　　　　　　瑕疵保証検査マニュアル

（第１章）
瑕疵保証検査の概要等
　　　
[image: image14.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-②　木造　大規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅

の区分

住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・土台及び床組・床

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・蟻害、腐朽

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１

・外壁・軒裏

・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・屋根、外壁

・土台及び床組・床

・当該住宅の主要な

・柱及び梁・外壁及び軒裏

　出入口から当該

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　住戸に至る経路上

・内壁・天井・小屋組

　から確認できる

・蟻害、腐朽

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸

・外壁・軒裏

・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階

・基礎

・省略できる。

・土台及び床組・床

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・蟻害、腐朽

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１

・外壁・軒裏

・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・屋根

※１

賃貸共同で棟単位売買の場合を含む



・張間方向及び桁行

方向の立上り部分の

各１箇所及び底盤部

分の１箇所を検査す

る

・張間方向及び桁行

方向の立上り部分の

各１箇所及び底盤部

分の１箇所を検査す

る

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。

評価書等活用型

大規模

（共同住宅を含む）

通常

（住棟型検査）

大規模

（戸建を含む）

通常

（住戸型検査）

大規模

（共同住宅のみ）



瑕疵保証検査に関する主な改訂履歴
	番号
	時期
	改訂内容

	１
	2012年７月
	｢評価書等活用型住宅｣として、現場検査を一部省略、合理化を実施。
評価書等活用型住宅の検査内容は、保険対象住戸を重点的に検査し、特に共同住宅においては戸単位での取り扱いを想定した検査内容とした。


	２
	2013年９月
	検査内容の合理化として、以下①～③の改訂実施。
①木造及び小規模RC造・S造における鉄筋探査を基礎の検査項目に指摘があった場合のみ実施。
②評価書等活用型住宅の大規模なRC造・S造で、平成11年５月以降に建築確認を受けた住宅は、コンクリートの圧縮強度の試験を省略。
③基礎部分の検査にかかる所要時間の見直し。


	３
	2014年２月
	給排水管路や給排水設備等に係る設備特約を新設したことに伴い、設備特約に係る現場検査要領を第４章第２節に追加。
また、設備特約の付帯が申請された場合に追加で実施する検査項目に係るチェックシートとして、｢既存住宅保険　現場検査チェックシート　設備特約付帯用｣を新たに作成。


	４
	2014年７月
	現場検査基準に鉄骨部材の腐食に関する規定を追加。
（第38条）　鉄骨造住宅の構造耐力上主要な部分に係る基準は、次に掲げるものとする。

（８）本条（２）床から（７）天井に定める検査基準に係る部位について、著しい腐食が認められないこと。またこの劣化事象等は、目視及び打診又は触診により確認する。


	５
	2015年８月
	共同住宅の評価書等活用型住宅について、住棟内のすべての住戸を保険契約締結するとき場合に限り、給排水管路・給排水設備・電気設備・ガス設備の保証責任に関する特約条項を付帯できることとした。


	6
	2017年11月
	既存住宅状況調査方法基準に基づくインスペクション（改正宅建業法に定める状況調査）と既存住宅現場検査基準の差異をなくすための現場検査基準改定に伴い瑕疵保証検査基準も改訂する。
・通常申込の中に、住戸型検査タイプを新設。

・Ｓ造検査項目に土台床組、小屋組を追加する。
瑕疵保証検査の合理化を目的とする帳票の改訂等

・瑕疵保証検査チェックシートを木造・Ｓ造用とＲＣ造用の2種類とした。

・非破壊検査用チェックシートの新設

ペットネームの変更

・まもりすまい既存住宅保険「個人売主型」を「検査機関保証型」と改称する。

	7
	2018年4月
	・住戸型検査及び評価書等活用型住宅について、規定の検査箇所におけるコンクリート圧縮強度試験が困難な場合、住棟内において一箇所検査することとした。これに伴い、現場検査基準、現場検査チェックシート、現場検査要領等を改定した。
・現場検査実施済住宅の場合に省略できる検査内容の表を修正。
・「保険申込の手引き」改定により、保険契約申込時に必要となる書類の一覧表を修正。


（第１章）まもりすまい既存住宅保険（検査機関保証型）　瑕疵保証検査の概要等
　本章は、株式会社●●●●（以下「(株)●●●●（当社）」）に登録している瑕疵保証検査員が、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（以下「住宅瑕疵担保履行法」）第19条第二号の業務として取り扱う既存住宅個人間売買瑕疵保証責任保険（愛称「まもりすまい既存住宅保険（検査機関保証型）」、以下「既存住宅保険（検査機関保証型）」）の契約を締結しようとする既存住宅（以下「申込住宅」）の瑕疵保証検査を行うための具体的な検査方法を定めるものである。
なお、瑕疵保証検査は、特別な記載がない限り、歩行その他の通常の手段により移動できる位置において、瑕疵保証検査の対象となる部位等のうち仕上材及び移動が困難な家具等により隠蔽されている部分以外の部分について行うこととしている。

既存住宅保険（検査機関保証型）は、「宅地建物取引業者以外の法人」又は「個人」が売主となる住宅を対象とした保険である。住宅保証機構㈱（以下「機構」）に登録された(株)●●●●（当社）が、当該住宅の「構造耐力上主要な部分」及び「雨水の浸入を防止する部分」に対し、(株)●●●●（当社）に所属する建築士（以下「瑕疵保証検査員」）が検査（瑕疵保証検査）を行うことにより保険契約者（申請者）となり、買主に対して瑕疵担保責任を負う。保険証券発行後の申込住宅に保険事故が発生した場合、機構は、補修費用等の一部を原則として(株)●●●●（当社）に対して保険金を支払うこととなる。
第１節　瑕疵保証検査の概要等
１.１.１　瑕疵保証検査の目的と方法

瑕疵保証検査は、申込住宅の状況等を現地において、「構造耐力上主要な部分」、「雨水の浸入を防止する部分」について、(株)●●●●（当社）が定めるまもりすまい既存住宅保険（検査機関保証型）瑕疵保証検査基準（以下、単に「瑕疵保証検査基準」）への適合性を確認することにより、(株)●●●●（当社）が当該住宅に対して、瑕疵保証ができる住宅であることを判断するために行う。また併せて、損害発生のリスクを低減させ、保険制度の安定的な運営に寄与することも目的としている。
瑕疵保証検査は、原則として目視、計測又は打診・触診等により行うが、必要に応じて、瑕疵保証検査立会者より提出される図面等の書類やヒアリングにより実施する。
ただし、木造住宅及び鉄骨造住宅における「基礎の鉄筋の本数・間隔」、鉄筋コンクリート造住宅における「コンクリート圧縮強度」及び「基礎の鉄筋の本数・間隔」においては、下表により瑕疵保証検査員又は非破壊検査会社が非破壊検査機器を用いて試験を行う。
住宅の規模及び検査機関の属性に応じて、｢検査機関｣｢事務機関(現場検査員)｣｢住宅保証機構｣が実施する検査内容を整理したものを表1-1に示す。

[image: image1.emf]表1-１　住宅の規模及び検査機関の属性に応じた検査内容

検査機関

事務機関

（現場検査員）

非破壊検査

会社

住宅保証機構 備考

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査※１

現場検査

＋非破壊検査※１

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査※１

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査※１

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査立会

現場検査

＋非破壊検査立会

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査立会

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査立会

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査

現場検査

＋非破壊検査

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査

※１検査項目1.1～1.5において劣化事象等が確認できた場合に限り実施

※２既存住宅状況調査技術者（国の登録を受けた講習機関が実施した講習を受講し登録された建築士）

非破壊検査

非破壊検査

瑕疵保証検査 非破壊検査

指定確認検査機関

建築士事務所登録事業者

評

価

書

等

活

用

型

・

住

戸

型

検

査

小規模

大規模

（RC造及

びＳ造）

-

指定確認検査機関

書類審査

建築士事務所登録事業者

- -

書類審査

- -

-

- -

書類審査

-

申込

住宅

の区分

住宅の

規模

検査機関の

属性

- -

通

常

検査を実施する機関とその内容

書類審査

（統括事務機関）

- -

-

建設業許可事業者 瑕疵保証検査

-

-

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査

-

書類審査 非破壊検査

-

非破壊検査

-

書類審査

書類審査

（統括事務機関）

非破壊検査

-

書類審査 非破壊検査

-

共同住宅 指定確認検査機関

建築士事務所登録事業者

建設業許可事業者

建設業許可事業者

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査

書類審査

-

-

-

-

-

-

-

書類審査

（統括事務機関）

-

-

-

-

書類審査

-

-

書類審査

-


１.１.２　瑕疵保証検査員
（１）瑕疵保証検査員の資格
瑕疵保証検査員とは、(株)●●●●（当社）の役員又は職員等で、一級建築士、二級建築士、木造建築士のいずれかの資格を取得している者であり、かつ機構に登録されている者である。
(株)●●●●（当社）が行う瑕疵保証検査は必ず瑕疵保証検査員が行わなければならない。
（２）検査機関登録の要件（検査業務の実績に関するもの）
　検査機関は下記のいずれかの実績を有しているものであること。

1 検査規定に従って、直近3年間に5件以上の検査業務を行っていたこと。
2 瑕疵保証検査を実施するものが、機構が実施する所定の研修を受講していること。

3 瑕疵保証検査を実施するものが、（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会が実施する既存住宅現況検査技術者講習を受講し、登録された「既存住宅現況検査技術者」であること。

4 瑕疵保証検査を実施するものが、（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会などが実施する国土交通大臣が登録した既存住宅状況調査技術者講習（下表参照）を受講し、登録された「既存住宅状況調査技術者」であること。

[image: image2.emf]登録

番号

講習実施機関の名称 登録年月日 ＵＲＬ

1 一般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会 平成29年3月10日 http://kashihoken.or.jp/

2 公益社団法人日本建築士会連合会 平成29年3月27日 http://www.kenchikushikai.or.jp/

3 一般社団法人全日本ハウスインスペクター協会 平成29年5月26日 http://house-inspector.org/

4 一般社団法人日本木造住宅産業協会 平成29年5月30日 http://www.mokujukyo.or.jp/

5 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 平成29年6月9日 http://www.njr.or.jp/
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表-（参考）　登録講習の実施機関一覧（国土交通省ホームページより）


１.１.３　瑕疵保証検査員の心得

（１）瑕疵保証検査員は、設計・施工に関わらない第三者として公正な検査を行うことに努め、申込者等との癒着などの疑惑を招くような行動をしてはならない。

（２）現場までの移動については、必ず自らの交通手段で行うこと。送迎（最寄の駅からの送迎を含む。）の依頼はもちろん、相手からの申出も受けてはならない。

[image: image15.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-⑤　ＲＣ造　小規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅の区分 住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階 ・基礎 【瑕疵保証検査員】

・床、柱及び梁、外壁

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１ ・外壁

・実施しない

・内壁、天井

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

・省略できる。

・屋根、外壁

・床、柱及び梁、外壁

・当該住宅の主要な

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　出入口から当該

・内壁、天井

　住戸に至る経路上

　から確認できる

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸 ・外壁

・実施しない

・内壁、天井

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階 ・基礎

・省略できる。

・床、柱及び梁、外壁

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１ ・外壁

・実施しない

・内壁、天井

・屋根

※１

賃貸共同で棟単位売買の場合を含む

・基礎に係る劣化事象

等があった場合、最下

階、中間階、及び最上

階において、床・柱・

梁・外壁の各2箇所を実

施する。

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。



通常

（住棟型検査）

小規模

（共同住宅を含む）

通常

（住戸型検査）

小規模

（共同住宅のみ）

評価書等活用型

小規模

（共同住宅を含む）

（３）瑕疵保証検査は、必ず瑕疵保証検査員本人が現場に出向き実施しなければならない。

[image: image16.emf]※

検査機関様で識別番号等が有る場合にお使いください。

登録機関 （ ）- 登録番号 ( )

以下の申込住宅に係る瑕疵保証検査を依頼します。

□ □ □

□通常（住棟型検査）

□通常（住戸型検査）

□評価書等活用型住宅

以下のとおり、瑕疵保証検査を実施したことを報告します。

まもりすまい既存住宅保険

　　２０　　　年　　　月　　　日



瑕疵保証検査依頼書

既存住宅個人間売買瑕疵担保責任保険

瑕疵保証検査員名

既存住宅状況調査

技 術 者 登 録 番 号

様

左記以外のリフォーム工事を行

う場合

連絡事項



連絡事項



瑕疵保証検査報告書

検査実施日 　　２０　　年　　月　　日 判定 合格　　不合格

防水修補工事資料 現況確認シート

瑕疵 保証 検査

チェックシート



平 面 図

立 面 図 構 造 図 防水仕様の資料 ﾘﾌｫｰﾑ工事内容資料 工 程 表

添付書類



※検査機関にて必要に

応じご使用ください。

保険契約申込書 保険契約申込書別紙 売 買 契 約 書

社名



氏名



付 近 見 取 図

新耐震基準適合資料

電話



検 査 立 会 者

（共同住宅の場合）

長期修繕計画の有無

□無



□有

構造

（共同住宅の場合）

建築確認の時期

□平成11年（1999年）５月以降



□平成11年（1999年）４月以前

設 備 特 約 の 付 帯

□無

□有（　□給排水管路特約　、□給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約）

まもりすまい既存住宅保険（検査機関保証型）

保 険 契 約 申 込 者

（登録検査機関名）



住宅の規模

□小規模(階数３以下かつ延床面積500㎡未満)

□大規模



商品の種別

□木造軸組工法

□ＲＣ(ＳＲＣ)造

□枠組壁工法

□Ｓ造

住戸形式

□戸建



□共同

申込住宅の区分

住 宅 所 有 者

( 予 定 )



現 場 所 在 地



構造耐力上主要な部分を新設又は撤去す

るリフォーム工事あり

□　着工前

□　施工中(構造躯体が露出する時点)



検 査 員 番 号 ※（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　工事完了後、引渡前まで

申込受付日

瑕疵保証検査

時期

リフォーム工事を行わない場合

□　着工前

□　引渡前まで

検査機関整理番号



検査予定日 　　２０　　　年　　　月　　　日

□　工事完了後

（４）瑕疵保証検査員は、瑕疵保証検査立会者等が不快感を抱くような言動や立ち振る舞いをしてはならない。

（５）瑕疵保証検査員は、検査内容について誤解を招くような発言をしてはならない。

（６）瑕疵保証検査員は、本マニュアルによる他、別に定める検査規則※、検査員規則※等の関係規程を準拠し、内容について理解を深めるよう努めなければならない。
（※自社で定める規則・規程があればその名称を用いて書き直してください。）
（７）日頃より健康管理に留意しなければならない。
１.１.４　瑕疵保証検査に係る法的責任

（１）契約に基づく責任（契約不履行責任）
契約の内容に反する行為に対して問われる責任を契約不履行責任という。

「現場に行かなかった」、「定められている内容を検査しなかった」又は「必要な報告が遅れた」など、瑕疵保証検査員に契約不履行について帰責事由（故意又は過失とほぼ同じ）があり、その結果、申込者等に損害が生じた場合には契約の相手方となる(株)●●●●（当社）又は瑕疵保証検査員は賠償責任が問われることになる。
（２）不法行為に対する責任（不法行為責任）
損害を故意に発生させた場合又は損害の発生を予見し回避すべき注意義務を怠ったため損害を発生させた場合に、契約の有無に限らず問われる責任を、不法行為責任という。

不法行為責任の成立には、故意・過失（注意義務違反）が必要であるから、責任が生じるのは、工事が定められている内容の通りに行われていないことを故意に見逃したり、専門家として当然気付くべき事項を見過ごしたりした場合等である。そのような場合で、その見落とした部分の瑕疵によって、保険金の支払いが生じた場合等に問題となることになる。また、不法行為責任は契約の有無と関係ないから住宅の所有者から責任を追及されることになる。
（３）個人情報の取扱い
既存住宅保険（個人売主型）の利用に際して、申込者等から、売主名、住所などが記入された申込書類及び住宅の設計図等提出され、受付や瑕疵保証検査等を通じて、売主等の個人情報を取得する。
このため検査機関は、これらの個人情報について、個人情報保護に関連する法令を遵守し、また、個人情報管理規程等を定め適切な取扱いを行わなければならない。
瑕疵保証検査を行う瑕疵保証検査員においても、個人情報保護法及び個人情報管理規程等に従い、適切な情報管理を行わなければならない。（(株)●●●●株式会社の「個人情報の取扱い方針」※を参照のこと。）
　（※自社で定める取扱いがあればその名称を用いて書き直してください。）
１.１.５　瑕疵保証検査員の種別ごとの瑕疵保証検査可能範囲
建築士法では、住宅（戸建・共同）を新築する場合において、一級建築士・二級建築士・木造建築士のそれぞれについて、設計又は工事監理をすることができる業務範囲を下表のように定めている。なお住宅を増築又は改築をする場合においては、当該増築、改築に係る部分を新築するものとみなして適用される。
住宅保証機構株式会社における「まもりすまい保険」をはじめとする現場検査においては、現場検査員規則により、表1-2の「一級建築士」を第一種現場検査員、「二級建築士」を第二種現場検査員、「木造建築士」を第三種現場検査員とそれぞれ読み替えることにより、建築士法上の業務範囲と同様の定めをしている。既存住宅保険（個人売主型）においても適用されるため、瑕疵保証検査員は、申込住宅の構造及び階数等により瑕疵保証検査を行うことができる申込住宅が限られることに注意が必要である。
表１-２ 建築士法上の建築士の業務範囲（設計又は工事監理／戸建住宅又は共同住宅の場合）
	構造
	高さ 又は 階数
	延面積（㎡）

	
	
	30以下
	30超
100以下
	100超
300以下
	300超
1000以下
	1000超

	木造
	高さ13m以下
　かつ
軒高9m以下
	階数１
	有資格者

	
	
	

	
	
	階数２
	
	
	
	

	
	
	階数３

以上
	一級建築士、二級建築士
　　
	
	


	
	高さ13m超　又は
軒高9m超
	一級建築士
	

	RC造SRC造
S造
CB造
	高さ13m以下
かつ
軒高9m以下
	階数２以下
	有資格者

	
	一級建築士


	
	
	階数３以上
	一級建築士、二級建築士
　
	

	
	高さ13m超　又は
軒高9m超
	
	


※表中の「有資格者」は、一級・二級・木造建築士のいずれかの有資格者とする。
　共同住宅の評価書等活用型住宅の検査や住戸型現場検査においては、対象とする住戸の専有面積ではなく、住棟全体の延べ面積に対応する有資格者が実施しなければならない。
１.１.６　瑕疵保証検査の回数及び時期
既存住宅保険の瑕疵保証検査の回数及び時期は、表1-3の通りとする。
　　表１-３　瑕疵保証検査の回数及び時期
	構造

階数
	検査

回数
	検査時期等

	
	
	改修等の条件
	検査時期

	構造・階数に関わらず一律
	3回
	申込住宅が買主に引き渡される前に当該住宅に対するリフォーム工事が行われる場合であって、当該工事が構造耐力上主要な部分についての新設又は撤去を含む場合
	①着工前
②当該工事の完了時であって当該部分の構造躯体が露出する時点

（当該工事が複数実施される場合はそのいずれか）

③工事完了後

	
	2回
	上記以外のリフォーム工事を行う場合
	①着工前
②当該工事完了後、引渡前まで

	
	1回
	リフォーム工事を行わない場合
	引渡前まで


１.１.７　瑕疵保証検査に使用するチェックシートについて
　申込住宅が買主に引き渡される前に当該住宅に対するリフォーム工事が行われる場合、着工前　　に検査を行う必要がある。この際は「瑕疵保証検査　着工前現況確認シート」を用いる。
　リフォーム工事が行われる場合であって、当該工事が構造耐力上主要な部分についての新設又は撤去を含む場合の施工中検査及び引渡前までに行う検査は、「瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用）」を用いる。「木造・Ｓ造用」と「ＲＣ造用」の2種類があるので、該当する構造のものを用いる。なお、混構造の住宅の場合は両方を用いる。
　瑕疵保証検査において瑕疵保証検査員が実施する非破壊検査が有る場合は、「瑕疵保証検査チェックシート別紙」（コンクリートの圧縮強度試験、鉄筋探査）を用いる。
※状況調査チェックシート（（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会作成）について
　「瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用）」を用いず、「既存住宅状況調査報告書」（（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会が作成した既存住宅状況調査で用いる「調査報告書」及び「状況調査チェックシート」等）を住宅保証機構への保険申込時の「瑕疵保証検査報告書」として利用することができる。ただし、状況調査の結果に「劣化事象等有」または「調査できなかった」部位が存在する場合は、保険申込はできない。
　なお、「状況調査チェックシート」を用いて瑕疵保証検査結果の報告書とする場合においても、既存住宅状況調査の結果を用いて瑕疵保証検査結果とみなす訳ではなく、検査員は瑕疵保証検査基準及び当マニュアルを理解していることが前提である。
１.１.８　用語の解説

（1）評価書等活用型住宅
新築時に以下①～④の検査を実施しており、その検査結果が存する住宅を｢評価書等活用型住宅｣という。
①品確法に規定する建設住宅性能評価に係る現場検査
②機構が実施した住宅瑕疵担保責任保険（任意保険含む）に係る現場検査
③機構が実施した住宅性能保証制度に係る現場審査
④建築基準法第７条の規定による建築物に関する完了検査（昭和56年６月１日以降に建築確認
を受けた建築物又は耐震改修の促進に関する法律第８条第３項の規定による建築物の耐震改修の計画の認定を受けた建築物）
評価書等活用型住宅は新築時に一定水準の検査を受けていることから、経年による劣化が生じないと考えられる部位に係る検査を以下の内容とすることで、検査を省略・合理化することとする。
（a）｢鉄筋の本数及び間隔｣の検査を省略する
（b）大規模な鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造における「コンクリートの圧縮強度」の試験は、保険申込住宅の専用部分の内壁及び外壁にて１箇所ずつ※１とし、現場検査員が行う
※１：当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。
（c）構造耐力主要な部分（構造部分に係る部位）の現場検査部位は、保険対象住戸の専用部分を重点的に行うこととし、共用部分は外壁と基礎のみを対象とする
（d）「雨水の浸入に係る部位（防水部分に係る部位）」の現場検査部位は、屋根及び保険対象住戸の外壁を対象とする
　　以上により、評価書等活用型住宅の検査内容は、保険対象住戸を重点的に検査し、特に共同住宅においては戸単位での取り扱いを想定した検査内容となる。
（2）住戸型検査
住戸型検査とは、既存住宅状況調査方法基準（平成２９年国土交通省告示第８２号）に定める住戸型調査に準じて、対象住宅が共同住宅である場合に、対象住戸の位置により共用部分の検査箇所が決定される検査をいう。
「住戸型検査」は「既存住宅状況調査方法基準」に定められた方法を示すものであり、この方法によらない場合は、たとえ検査項目別の劣化事象等判定がすべて適合であっても現場検査合格として保険引受は行えない（不可となる）。
（3）通常申込
評価書等活用型住宅以外の住宅を言う。大規模のRC造及びS造の場合を例にすると、評価書等活用型住宅は特に保険対象住戸を重点的に検査することとしているが、通常申込の住宅の場合は、建物を棟として取り扱い、現場検査についても住棟全体を検査対象として行う。これにより、建物全体を想定した検査内容となる。
（4）小規模住宅・大規模住宅
小規模住宅とは、階数が３以下（地階を含む。）、かつ床面積が500㎡未満のものをいう。小規模住宅以外のものは大規模住宅に分類される。
１.１.９　　瑕疵保証検査の検査部位について
　　（１）瑕疵保証検査の対象階と部位
　瑕疵保証検査の対象階と検査の部位は、原則、申込住宅の区分、住宅の規模・構造によって異なる。
　　　また、以下３点の条件により、検査の対象階、検査部位及び検査項目が異なる。
・建設住宅性能評価書等の検査結果がある住宅(評価書等活用型住宅)＊
・平成11年５月以降に建築確認を受けた住宅
・共同住宅で長期修繕計画がある住宅
以上の条件別に検査の対象階、検査部位及び非破壊検査部分等をまとめたものが表１-4-①～⑥である。
[image: image3.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-①　木造　小規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅

の区分

住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・土台及び床組・床

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・蟻害、腐朽

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１

・外壁・軒裏 ・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・屋根、外壁

・土台及び床組・床

・当該住宅の主要な

・柱及び梁・外壁及び軒裏

　出入口から当該

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　住戸に至る経路上

・内壁・天井・小屋組

　から確認できる

・蟻害、腐朽

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸

・外壁・軒裏 ・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁・天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階 ・基礎

・省略できる。

・床、柱及び梁、外壁

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１ ・外壁

・実施しない

・内壁、天井

・屋根

※１

賃貸共同で棟単位売買の場合を含む

・基礎に係る劣化事象

等があった場合に限

り、張間方向及び桁行

方向の立上り部分の各

１箇所及び底盤部分の

１箇所を検査する

・基礎に係る劣化事象

等があった場合に限

り、張間方向及び桁行

方向の立上り部分の各

１箇所及び底盤部分の

１箇所を検査する

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。



小規模

（共同住宅を含む）

通常

（住棟型検査）

通常

（住戸型検査）

評価書等活用型

小規模

（共同住宅を含む）

小規模

（共同住宅のみ）


[image: image17.emf]瑕疵保証検査　着工前現況確認シート（１／２）

－

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

仕上材： □サイディング □モルタル □ALCパネル

□その他（　　　　　　　） □不明

防水紙： □透湿防水シート □ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｪﾙﾄ430

□その他（　　　　　　　） □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

（支持部材とはバルコニーを構成している柱、梁、根太などをいいます）

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

屋根材： □ｽﾚｰﾄ □金属板 □瓦 □ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ

□その他（　　　　　　　） □不明

下葺き材：□ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ940 □ｺﾞﾑｱｽﾙｰﾌｨﾝｸﾞ

□その他（　　　　　　　） □不明

□有 □無 □不明

仕上材： □ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 □ｼｰﾄ防水 □塗膜防水 □FRP防水

□その他（　　　　　　　） □不明

□有 □無 □不明

金属サイディング、水切り金物等の著しい錆び又は化学的侵食 

広範囲に及ぶひび割れや欠損又は風化したような状態

屋根材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、劣化、欠損、浮き又ははがれ

□

防水層の著しい劣化又は水切り金物等の不具合

防水層の著しい劣化又は水切り金物等の不具合



□

□有 □無



□不明



仕上材の著しい浮き



支持部材、床の著しいぐらつき、ひび割れ又は劣化



木造・S造



ＲＣ造

コンクリート

打放又は塗装

仕上

バ

ル

コ

ニ

ー

・

共

用

廊

下

複数のタイルにまたがったひび割れ又は欠損

外

壁

・

軒

裏

ＲＣ造

□

□

深さ20㎜以上の欠損、鉄筋の露出

複数のタイルにまたがったひび割れ又は欠損

サッシ等の周囲の隙間又は建具の著しい開閉不良

タイル仕上

□

下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落

さび汁、エフロレッセンス、鉄筋の露出



幅0.5㎜以上のひび割れ、さび汁やエフロ（白華）を伴うひび割れ

□

複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損



□

仕上材の浮き（タイル貼の場合も含みます）



木造

Ｓ造

サイディング

ALC

タイル仕上

仕上材のひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落



仕上共通

共通



モルタル



軒裏天井の雨漏り跡（雨ジミができた状態）

□

※１

幅0.5㎜以上のひび割れ、さび汁やエフロ（白華）を伴うひび割れ

深さ20㎜以上の欠損、鉄筋の露出



外壁目地部のシーリング材の破断又は欠損

構造・仕上等 該当

構造共通



陸屋根

□

※１

□

構造共通



瑕疵保証検査員名



住宅の構造

広範囲に及ぶひび割れや欠損、風化したような状態



外

　

部

基

礎

確認部位



事業者登録番号

申込住宅所在地



□木造　　□ＲＣ(ＳＲＣ)造　　□Ｓ造

検査員番号



検査機関名

現況確認日時 ２０　　　年　　　月　　　日

※申込住宅が買主様に引き渡される前に当該住宅に対するリフォーム工事を行う場合、着工前検査で使用します。

劣化事象の有無 劣化事象

屋

根

構造

共通

□

※１

勾配屋根


[image: image4.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-③　Ｓ造　小規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅

の区分

住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・土台及び床組・床

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・腐食

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１

・外壁、軒裏 ・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

・省略できる。

・屋根、外壁

・土台及び床組・床

（注１）

・当該住宅の主要な

・柱及び梁・外壁及び軒裏

　出入口から当該

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　住戸に至る経路上

・内壁、天井・小屋組

　から確認できる

・腐食

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸

・外壁、軒裏 ・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・全ての階

・基礎

・省略できる。

・土台及び床組・床

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・腐食

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸　※１

・外壁、軒裏 ・実施しない

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

※１

賃貸共同で棟単位売買の場合を含む

通常

（住棟型検査）

小規模

（共同住宅を含む）

通常

（住戸型検査）

小規模

（共同住宅のみ）

評価書等活用型

小規模

（共同住宅を含む）

・基礎に係る劣化事象

等があった場合に限

り、張間方向及び桁行

方向の立上り部分の各

１箇所及び底盤部分の

１箇所を検査する

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。


[image: image5.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-④　Ｓ造　大規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅

の区分

住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

【瑕疵保証検査員】

・中間階

・土台及び床組・床

・最上階

・柱及び梁・外壁及び軒裏

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・腐食

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸の

・外壁、軒裏

【瑕疵保証検査員】

　半分以上の住戸

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

・省略できる。

・屋根、外壁

・土台及び床組・床

（注１）

・当該住宅の主要な

・柱及び梁・外壁及び軒裏

　出入口から当該

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　住戸に至る経路上

・内壁、天井・小屋組

　から確認できる

・腐食

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸

・外壁、軒裏

【瑕疵保証検査員】

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階

・基礎

・省略できる。

・屋根、外壁

・土台及び床組・床

・保険対象住戸の

・柱及び梁・外壁及び軒裏

　ある階

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・腐食

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸

・外壁、軒裏

【瑕疵保証検査員】

・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井・小屋組

・屋根

（注１）「既存住宅状況調査方法基準」第7条第3項に鉄筋の本数及び間隔について調査を行う旨の記入があるが、

「既存住宅状況調査方法基準の解説」（平成29年2月3日）において、第3項は「住棟型調査」を想定して

いるとの注釈があり、住戸型調査については「省略できる」としている。

（注２）「既存住宅状況調査方法基準」第7条にはコンクリート圧縮強度試験の省略規定はない。

※２　当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。

・長期修繕計画を有

する場合、

外壁・屋根の検査は

省略できる。

・平成11年5月以降

に建築確認を受けた

住宅はコンクリート

圧縮強度試験の検査

を省略できる。

（注２）平成11年5

月以降に建築確認を

受けた住宅でもコン

クリート圧縮強度試

験の検査は省略でき

ない。

・張間方向及び桁行方

向の立上り部分の各１

箇所及び底盤部分の１

箇所を検査する

・専有部分の内壁・外

壁をそれぞれ1箇所ずつ

検査する。※２

（対象部位が無い場合

省略できる）

評価書等活用型

大規模

（共同住宅を含む）

・基礎（立上り部分を

含む）について、南面

及び北面の各１箇所を

検査する。

・基礎（立上り部分を

含む）について、南面

及び北面の各１箇所を

検査する。

通常

（住戸型検査）

大規模

（共同住宅のみ）

通常

（住棟型検査）

大規模

（戸建を含む）


[image: image18.emf]瑕疵保証検査　着工前現況確認シート（２／２）

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

床下点検口（取外し可能な床下収納を含む）　□有　□無　※２

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

天井点検口　　　□有　　　□無　　※２

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

□有 □無 □不明

水道は開栓されている

□有 □無

電気は通電されている

□有 □無

ガスは開栓されている

□有 □無

記入方法

●

「該当」欄は建物の構造や仕上げが該当する部分の

□

にチェック「レ」を記入して下さい。

●「劣化事象」欄は点検する各部位の状況を判断する基準を示しています

●「劣化事象の有無」欄は「劣化事象」の状況が確認された場合には「□有」、確認されない場合は「□無」、

判断できない場合は「□不明」に「レ」を記入して下さい

※１ 保険申込時の提出書類として「屋根や外壁の防水の仕様がわかる資料」（仕上表・仕様書等）が無い場合は、

「該当」欄の□にチェック「レ」を記入し、それぞれの仕様を記入して下さい。

なお、仕様が分からない場合は「□不明」にチェック「レ」を記入してください。

※２ 床下点検口、天井点検口が無い場合は保険申込者の負担で、床又は天井に開口を設けていただく場合があります。

※３ 「設備」は設備特約をご利用の場合に記入してください。

木造・S造

設

備

※3



著しい蟻害・腐朽等（S造の場合は鉄部の腐食）（同上）



結果



□劣化事象なし　　　　　　　　　　□劣化事象あり　　　　

木造・S造



雨漏りの跡（天井点検口から覗いて確認してください）



著しいひび割れ、劣化又は欠損（同上）

天

井

構造共通



下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落



著しい蟻害・腐朽等（S造の場合は鉄部の腐食）



雨漏りの跡（雨ジミができた状態）

□

著しい蟻害・腐朽等（S造の場合は鉄部の腐食）

□

下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落

壁の著しい勾配の傾斜（6/1000以上） 

□



□

RC造

□



著しい蟻害・腐朽等（S造の場合は鉄部の腐食）

さび汁、エフロレッセンス、鉄筋の露出



□

□

□

□

□



さび汁、エフロレッセンス、鉄筋の露出



□

ＲＣ造

□

さび汁、エフロレッセンス、鉄筋の露出



□

雨漏りの跡（雨ジミができた状態）



□

柱の著しい勾配の傾斜（6/1000以上） 



小

屋

組

木造・S造

内

　

部

床

構造共通

給水設備

電気設備

内

壁

構造共通

ガス設備

RC造

確認部位 構造・仕上等 該当



□

柱

・

梁

構造共通



□

□

著しいひび割れ、劣化又は欠損

著しい沈み（確認者の自重で床が凹型に変形する状態）



著しいひび割れ、劣化又は欠損

□

柱の著しい傾斜

梁の著しいたわみ



著しい勾配の傾斜（6/1000以上） 

著しい蟻害・腐朽等（S造の場合は鉄部の腐食）

劣化事象の有無

□



さび汁、エフロレッセンス、鉄筋の露出

木造・S造

□

□

劣化事象



□

木造・Ｓ造

RC造

□


[image: image6.emf]申込住宅の区分別の検査の対象階、対象部位

表1-4-⑥　ＲＣ造　大規模

【　】：非破壊検査実施者を示す

申込住宅の区分 住宅の規模

検査の

対象階

検査の対象部位

（目視・計測等）

非破壊検査 検査の省略

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階 ・基礎 【非破壊検査会社】

・中間階 ・床、柱及び梁、外壁

・最上階 ・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

・内壁、天井

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・全住戸の ・外壁 【非破壊検査会社】

　半分以上の住戸 ・内壁、天井

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階 ・基礎 ・省略できる。

・屋根、外壁 ・床、柱及び梁、外壁

・当該住宅の主要な ・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　出入口から当該 ・内壁、天井

　住戸に至る経路上

　から確認できる

　部分

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸 ・外壁 【瑕疵保証検査員】

・内壁、天井

・屋根

共用部 構造部分 鉄筋探査

・最下階 ・基礎 ・省略できる。

・屋根、外壁 ・床、柱及び梁、外壁

・保険対象住戸の ・ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下

　ある階 ・内壁、天井

専有部（住戸） 防水部分 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧縮強度

・保険対象住戸 ・外壁 【瑕疵保証検査員】

・内壁、天井

・屋根

※２　当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。

※３　当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。

・長期修繕計画を有

する場合、

外壁・屋根の検査は

省略できる。

・平成11年5月以降

に建築確認を受けた

住宅はコンクリート

圧縮強度試験の検査

を省略できる。

評価書等活用型

大規模

（共同住宅を含む）

・専有部分の内壁・外

壁をそれぞれ1箇所ずつ

検査する。※３

通常

（住棟型検査）

大規模

（戸建を含む）

通常

（住戸型検査）

大規模

（共同住宅のみ）

・外壁について、最下

階及び最下階から数え

て二の階で各1箇所を検

査する。※２

・平成11年5月以降

に建築確認を受けた

住宅はコンクリート

圧縮強度試験の検査

を省略できる。

・長期修繕計画を有

する場合、

屋根の検査は省略で

きる。

・最下階、中間階、及

び最上階において、基

礎・内壁・外壁の南面

及び北面各１箇所を実

施する。

・最下階、中間階、及

び最上階において、

床・柱・梁・外壁の各2

箇所を実施する。


なお、RC造大規模の住棟型検査における非破壊検査は、検査箇所が多数となるため、非破壊検査会社に検査を依頼することを想定している。ただし、瑕疵保証検査員にて実施することが可能であれば、瑕疵保証検査員が行うことができる。
１.１.１０　瑕疵保証検査対象とする部位及び該当する瑕疵保証検査基準
下表（表1-５）により瑕疵保証検査を実施する。
[image: image7.emf]表1-５　構造別の瑕疵保証検査部位及び瑕疵保証検査基準該当条文

構造別 検査部位 検査時間の目安

第6条

第7条

第8条

第9条

第10条

第11条

第12条

第13条

第14条

第15条

第16条

第17条

第18条

第19条

第20条

第21条

第22条

第23条

第24条

(注１）

第6条

第7条

第8条

第9条

第10条

第11条

第12条

第13条

第14条

第17条

(10)項 腐食

(11)項

第18条

第19条

第20条

第21条

第22条

第23条

第24条

防水補修基準 (注１）

第２５条

第２６条

第２７条

第２８条

第２９条

第３０条

第３１条

第３２条

第３３条

第３４条

第３５条

第３６条

第３７条

(注１）

内壁

天井

天井

小屋組

屋根

【戸建】

１３０分

・

【共同住宅】

１３０分

＋検査対象住戸

×２０分

【戸建・共同住宅】

１３０分

準用基準

軒裏

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・共用廊下

内壁

基礎

土台及び床組

床

柱及び梁

外壁及び軒裏

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・共用廊下

内壁

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・共用廊下

木造

構造耐力上

主要な部分

鉄筋の本数及び間隔

外壁

軒裏

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・共用廊下

内壁

天井

小屋組

屋根

防水補修基準

天井

小屋組

蟻害

腐朽等

雨水の浸入を

防止する部分

ＲＣ造

ＳＲＣ造

ＣＢ造

基礎

床

備考

（注１）：防水補修基準に適合することにより保険料の割引を受ける場合の必要項目



内壁

天井

屋根

【戸建】

１３０分

・

【共同住宅】

１３０分

＋検査対象住戸

×２０分

防水補修基準

コンクリート圧縮強度

鉄筋の本数及び間隔

外壁

柱及び梁

雨水の浸入を

防止する部分

Ｓ造

構造耐力上

主要な部分

雨水の浸入を

防止する部分

第38条

第39条

構造耐力上

主要な部分

該当する条項

外壁

鉄筋の本数及び間隔

土台及び床組

床

柱及び梁

外壁及び軒裏

内壁

天井

小屋組

コンクリート圧縮強度

基礎

準用基準

外壁

ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共用廊下


[image: image19.emf]第二面

コンクリート圧縮強度測定箇所　位置図

内壁および外壁の測定位置ならびに測定方向が確認できるように図面を添付し、記載してください。

なお、このサイズに入らなければ別紙添付で対応してください。

１.１.１１　通常の住宅と評価書等活用型住宅の瑕疵保証検査内容比較について
ＲＣ造の共同住宅を例として、通常の住宅と評価書等活用型住宅の瑕疵保証検査内容を比較すると、下表（表1-6）の通りとなる。
[image: image8.emf]表1-６　RC造共同住宅の例　　通常、住戸型検査及び評価書等活用型検査の瑕疵保証検査内容の比較

検査の対象階

及び部位

専用部分 共用部分

検査の対象階

及び部位

専用部分 共用部分

検査の対象階

及び部位

専用部分 共用部分

第２５条 基礎 基礎外周 ○ 基礎外周※1 ○ 基礎外周※1 ○

第２６条 床 ○ ○

○

※2

△

○

※2

第２７条 柱及び梁 ○ ○

○

※2

△

○

※2

第２８条 外壁 ○ △ △※4

第２９条

ﾊﾞﾙｺﾆｰ及び共

用廊下

○ ○

○

※2

△

○

※2

第３０条 内壁 ○ ○

○

※2

△

○

※2

第３１条 天井 ○ ○

○

※2

△

○

※2

検査の対象階 部位 箇所数 検査の対象階 部位 箇所数 検査の対象階 部位 箇所数

最上階 外壁 2 最上階 外壁 最上階 外壁

内壁 2 内壁 内壁

中間階 外壁 2 中間階

最下階から

数えて２の

階の外壁

1 ※3※5中間階 外壁

内壁 2 内壁 内壁

最下階 外壁 2 最下階 外壁 1 ※3※5最下階 外壁

内壁 2 内壁 内壁

基礎 2 基礎 基礎

保険対象 外壁 保険対象 外壁 保険対象 外壁 1 ※3※6

住戸 内壁 住戸 内壁 住戸 内壁 1 ※3※6

小計 14 小計 2 小計 2

最上階 床 2 最上階 床 最上階 床

柱 2 柱 柱

梁 2 梁 梁

外壁 2 外壁 外壁

中間階 床 2 中間階 床 中間階 床

柱 2 柱 柱

梁 2 梁 梁

外壁 2 外壁 外壁

最下階 床 2 最下階 床 最下階 床

柱 2 柱 柱

梁 2 梁 梁

外壁 2 外壁 外壁

小計 24 小計 0 小計 0

第３４条 外壁 ○ △

△

※4

第３５条 内壁 ○ ○

○

※2

△

○

※2

第３６条 天井 ○ ○

○

※2

△

○

※2

第３７条 屋根 ○

〇

※4

○

※4

○：検査を実施する部分を示す。　△：共用部分のうち当該住宅の主要出入口から当該住戸に至る経路上から確認できる部分

／：検査を実施しない部分を示す。

構造耐力上主要な部分に係る検査（非破壊検査を除く）においては、共用部分のうち基礎は住棟型検査と同じである。

検査対象を保険付保住宅（1住戸）の専有部とする。

平成11年５月以降建築確認済住宅の場合検査が省略できる。

長期修繕計画が備えられている住宅の場合は検査が省略できる。ただし、外壁のうち保険付保住戸の周辺部分は対象とする。

当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。

当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。 ※6

評価書等活用型住宅

共用部

・最下階

・当該住宅の主要

　出入口から当該

　住戸に至る経路

　上から確認でき

　る部分（△）

・屋根、外壁



専用部

・保険対象住戸

共用部

・最下階

・中間階

・最上階



専用部

・保険対象住戸の

　半分以上

共用部

・最下階

・屋根、外壁



専用部

・保険対象住戸

通常の住宅（住戸型検査）

共用部

・最下階

・中間階

・最上階



専用部

・保険対象住戸の

　半分以上

共用部

・最下階

・屋根、外壁

・保険対象住戸の

　ある階



専用部

・保険対象住戸

共用部

・最下階

・当該住宅の主要

　出入口から当該

　住戸に至る経路

　上から確認でき

　る部分（△）

・屋根、外壁



専用部

・保険対象住戸

※4

※5

※3

検査対象 該当する条項

通常の住宅（住棟型検査）

非

破

壊

検

査

構

造

部

分

に

係

る

部

位

第３２条

コンクリートの

圧縮強度

凡例

※1

※2

第３３条

鉄筋の本数及

び間隔

防

水

部

分

に

係

る

部

位


１.１.１２　検査機関保証型　現場検査実施済住宅の検査省略について【参考】
過去にまもりすまい既存住宅保険（宅建業者売主型・検査機関保証型（旧名称個人売主型を含む））の現場検査を実施している住宅（「現場検査実施済住宅」という）について新たに保険申込を行う場合は、構造種別、申込住宅の区分、過去の現場検査の実施時期に応じて現場検査の一部又は全てを省略することが出来る。
[image: image9.emf]表１-７　検査機関保証型　現場検査実施済住宅の場合に省略できる検査内容

住宅の規模・構造 申込住宅の区分

過去１年（鉄筋コンクリート造及び鉄骨

鉄筋コンクリート造の共同住宅等にあっ

ては２年）以内に現場検査が実施された

住宅

過去１年（鉄筋コンクリート造及び鉄骨

鉄筋コンクリート造の共同住宅等にあっ

ては２年）を越え20年以内に現場検査が

実施された住宅

鉄筋の本数及び間隔

コンクリート圧縮強度

コンクリート圧縮強度

構造部分に係る部位

「基礎及び外壁」

雨水の浸入を防止する部位

「屋根」の検査

コンクリート圧縮強度

構造部分に係る部位

「基礎及び外壁」

雨水の浸入を防止する部位

「屋根」の検査

※１　共同住宅の場合、同一住棟で別住戸でも検査省略できる。

※２　評価書等活用型住宅の場合、鉄筋探査は不要である。

通常（住棟型検査）

※１

すべての現場検査

・大規模ＲＣ及びＳ造

通常（住戸型検査）

（省略できる検査なし）

※２

・木造

・小規模ＲＣ及びＳ造

（省略できる検査なし）

（省略できる検査なし）

評価書等活用型住宅

※１

通常（住棟型検査）

※１

すべての現場検査 鉄筋の本数及び間隔

すべての現場検査 通常（住戸型検査）

評価書等活用型住宅

※１

すべての現場検査

（省略できる検査なし）

※２


[image: image20.emf]木造・Ｓ造　基礎用

基本情報

20 年 月 日

□電磁誘導法 □電磁レーダ法

べた基礎又は耐圧盤の鉄筋間隔

X方向 Ｙ方向

① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜

③ ㎜ ③ ㎜ ④

④ ㎜ ④ ㎜ ③

②

平均 ㎜ 平均 ㎜ ①

設計値 ㎜ ㎜ ① ② ③ ④

ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

木造の場合は３００㎜以下であること。（告示による）

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ

基礎立上りの鉄筋間隔又は基礎梁スターラップ間隔

X方向 Ｙ方向

① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜

③ ㎜ ③ ㎜

④ ㎜ ④ ㎜

平均 ㎜ 平均 ㎜

① ② ③ ④

設計値 ㎜ ㎜

ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

木造の場合は３００㎜以下であること。（告示による）

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ

Ｙ方向

申込受付番号

瑕疵保証検査員

検査員番号 検査年月日

検査立会者

立上り配筋

Ｙ

方

向

底盤配筋

既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙（鉄筋探査結果記録表）

鉄筋探査機

X方向



X方向

１.１.１３　当会社と協議すべき事項
（１）指摘内容通知書を発行し期間内（原則７日間程度）に是正方針が示されない場合又は是正されない場合は、総括現場検査員を経由し当会社と協議を行う。
（２）構造上極めて重要な是正が必要な場合や、是正が困難な場合は総括現場検査員を経由し当会社と協議する。
（３）再度の現場検査が必要と判断される場合（是正措置の確認が写真等では困難な場合、現場検査後の増築 等）についても総括現場検査員を経由し当会社と現場検査の方法・時期等について協議する。
第２節　瑕疵保証検査前の[image: image21.emf]ＲＣ造

基本情報

年 月 日

□電磁誘導法 □電磁レーダ法 □最下階 □中間階 □最上階

床（ＮＯ１） 床（ＮＯ２）

X方向 Ｙ方向 X方向 Ｙ方向

① ㎜ ① ㎜ ① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜ ② ㎜ ② ㎜ ④

③ ㎜ ③ ㎜ ③ ㎜ ③ ㎜ ③

④ ㎜ ④ ㎜ ④ ㎜ ④ ㎜ ②

①

平均 ㎜ 平均 ㎜ 平均 ㎜ 平均 ㎜

設計値 ㎜設計値 ㎜ 設計値 ㎜設計値 ㎜ ① ② ③ ④

ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

柱（ＮＯ１） 柱（ＮＯ２）

① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜

③ ㎜ ③ ㎜ ④

④ ㎜ ④ ㎜ ③

②

平均 ㎜ 平均 ㎜ ①

設計値 ㎜ 設計値 ㎜

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

梁（ＮＯ１） 梁（ＮＯ２）

（改訂20171101）

① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜

③ ㎜ ③ ㎜

④ ㎜ ④ ㎜

平均 ㎜ 平均 ㎜

設計値 ㎜ 設計値 ㎜ ① ② ③ ④

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

外壁（ＮＯ１） 外壁（ＮＯ２）

① ㎜ ① ㎜

② ㎜ ② ㎜

③ ㎜ ③ ㎜

④ ㎜ ④ ㎜

平均 ㎜ 平均 ㎜

設計値 ㎜ 設計値 ㎜ ① ② ③ ④

判定結果 □ ＯＫ □ ＮＧ ピッチ誤差が±３０％以内なら可とする。

（改訂20171101）



梁

配

筋



壁配筋

縦

筋

間

隔



柱配筋

フ

ー

プ

間

隔



肋筋間隔

鉄筋探査機 検査実施階

床配筋

Ｙ

方

向



X方向

既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙　　「鉄筋探査結果記録表」

申込受付番号

検査員番号 検査年月日

瑕疵保証検査員 検査立会者

実務
 １.２.１　瑕疵保証検査前の手続等

[image: image22.emf]◎

１）

△

２）

△ ３）

◎

４）

◎

付近見取図

◎

平面図

◎立面図

a.

b.

c.

◎屋根や壁の防水の仕様がわかる資料

a.

b.

c.

d.

５）

a.

b.

６）

A B C D

★ ★

★ ★

★ ★

★ ★

★ ★

・公庫融資設計審査に関する通知書（合

格年月日の日付が昭和56年6月1日以降

のもの）

・公庫融資現場審査に係る通知書（竣工

時）（合格年月日の日付が昭和58年4

月1日以降のもの）

▶

・登記事項証明書（住宅金融公庫による

抵当権の設定登記の日付が昭和58年4

月1日以降のもの）

★★★

★★

★★★

★★★

・

建築基準法施行令第３章及び第５章の

４に規定する基準

・地震に対する安全上耐震関係規定に準ず

るものとして国土交通大臣が定める基準

（平成18年国交省告示第185号）

耐震基準適合証明書（写）

固定資産税減額証明書（写）

住宅耐震改修証明書（写）

建設住宅性能評価書（既存住宅）(写)



★★★

以下のいずれかの基準に適合していることを証

する書面（建築士の記名・押印のあるものに

限る。）

住宅瑕疵担保責任保険の保険証券又は付

保証明書（写）

★



★

住宅金融公庫の融資を受けたことが分かる書

類（次のいずれか）



構造躯体に係るリフォーム工事を実施している

（実施する）場合は、リフォーム工事実施後の

住宅が新耐震基準等に適合していることを確認

できる書面が必要です。



◎ 新耐震基準等に適合することが確認でき

る書面



建築確認時期等に応じ、★印のいずれかの書面が必

要です。

確認済証（写）



検査済証（写）

建築確認記載事項証明等の特定行政庁が

交付する建築確認等に係る記載を証明する書

類（写）

建設住宅性能評価書（新築）（写）

△ 工程表又は工事予定表 次のいずれかの書面 保険申込後引渡前にリフォーム工事を行う場合、現場

検査実施日の調整のために必要となります。 リフォーム工事に「構造」を含む工事の場合は、「構造躯

体の検査実施可能日」が確認できるもの

その他のリフォーム工事は、「工事完了予定日」が確認

できるもの

△リフォーム工事工事内容詳細がわか

る書面

次のいずれかの書面（施工範囲のわかるもの） 保険申込後引渡前に構造または防水にかかるリフォー

ム工事を行う場合に必要です。

工事内訳書（写）

施工マニュアル・取付マニュアル等（写）

仕様書（写）

その他リフォーム工事詳細がわかる書面

併せて次の図面の添付も必要です。

共同住宅等で住棟単位の現場検査（共有部分全体

および専有部分に対する現場検査）を実施する場合

のみ提出が必要です。

構造特記仕様書

各階伏図＋軸組図

梁リスト、壁リスト、床リスト、柱リスト



屋根の下葺き材や防水紙の仕様がわからない場合、仕上材の

みの記入で可とします。

また、平面図等に防水仕様の名称等が追記してある場合は、

別途資料の提出は不要です。

屋根（共同住宅等で住戸単位の現場検査を実施す

る場合において屋根の撮影が困難なときは、当該住戸

のバルコニー床）および外壁が確認できる外観写真の

提出でも可能です。



現場所在地がわかるもの。



間取りがわかるもの。 リフォーム工事を行う場合は，次の内容について赤ペン

などによる図示が必要です。

　・ リフォーム工事施工部分・範囲

　・ 工事内容（例：南側和室・壁紙前面の張替）

屋根の形状や開口部位置等がわかる程度のもの。（例：不

動産ちらし程度、立面図がない場合は、住宅全体の外観写

真）



△構造図

保険契約申込書別紙（共同住宅等） 共同住宅等で2戸以上の場合のみ提出が必要です。

売買契約書（写） 申込み時点で売買契約を締結していない場合は、保

険証券発行申請時までに提出が必要です。

設計図書一式



提出書類 詳　細

備　　考

保険契約申込書　



A：建築確認日が昭和56年6月1日以降の場合※1

B：建築確認日が昭和56年5月31日以前の場合

C：建築確認を必要としない地域の場合

D：新築後、増改築が行われている場合※2

※1 建築確認日が昭和56年6月1日以降の場合、

共同住宅等で左記の書類等により建築確認日

について平成11年5月4日以降であることが確認

できるときは、現場検査の一部が省略されます。

※2 変更後の現況に対応した書面が必要です。

[image: image23.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） ＲＣ造用

シーリング材の破断又は欠損

建具の周囲の隙間又は建具の著しい開閉不良

幅0.5㎜以上のひび割れ

深さ20㎜以上の欠損

コンクリートの著しい劣化

さび汁を伴うひび割れ、欠損

鉄筋の露出

複数のタイルにまたがったひび割れ又は欠損

仕上材の著しい浮き

仕上材の著しい浮き

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

コンクリート圧縮強度（※５ ※７）

コンクリート圧縮強度（最下階、中間階、最上階）

6

検査項目５．の外壁及び７．屋根は、共同住宅の評価書等活用型で、かつ、長期修繕計画がある場合、共用部分検査を

省略することができる。

検査項目７．屋根は、共同住宅の住戸型検査で、かつ、長期修繕計画がある場合、共用部分検査を省略することができる。

評価書等活用型住宅で、かつ、平成１１年５月以降に建築確認を受けて建設されている場合は省略できる。

共同住宅の住戸型検査で、かつ、平成１１年５月以降に建築確認を受けて建設されている場合は省略できる。

当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。

当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。 （改訂20180420）

第32条

（大規模）

□

5.23



現況等の確認欄 判定欄

部位

5

下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、

はらみ又は剥落

5.14

5.17

5.16

5.2

5.12

検査項目

該当

項目

5.20

□

外壁

(※３）

第

２

８

条

タイル仕上

(湿式工法)

□

5.17



5.1

塗壁仕上等

第３４条

ｺﾝｸﾘｰﾄ

打放又は

塗装仕上

5.19

5.15

5.13

非破壊検査会社



非破壊検査会社

□

7.2



ﾊﾞﾙｺﾆｰ・

共用廊下



□

6.1

第37条

【評価書等活用型の場合】

【住戸型検査の場合】

防水層の著しいひび割れ、劣化、若しくは欠損又は

水切り金物等の不具合

5.21



第32条

（大規模）

□

5.24

第29条

支持部材、床の著しいぐらつき、ひび割れ又は劣化

（さび汁、エフロレッセンス又は鉄筋の露出を含む）

第32条

（大規模）

□

5.22

確認方法

目視 打診

書類

計測 触診 該当条文

（※３）

（※６）

（※７）

（※８）

□



□

□

7.1

屋根葺き材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、

劣化、欠損、浮き又ははがれ【勾配屋根の場合】



コンクリート圧縮強度

（最下階、最下階から２の階）（※６ ※８）

備考

7

屋根

（※３）

（※４）



（※４）

（※５）



瑕疵保証検査員

２／３

下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、

はらみ又は剥落



5.18



5.19



第33条

（小規模）

（※１）

第33条

（大規模）

□

[image: image24.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） ＲＣ造用

雨漏りの跡

幅0.5㎜以上のひび割れ

深さ20㎜以上の欠損

コンクリートの著しい劣化

さび汁を伴うひび割れ、欠損

鉄筋の露出

コンクリート圧縮強度（※５ ※７）

コンクリート圧縮強度（最下階、中間階、最上階）

雨漏りの跡

コンクリートの著しい劣化

鉄筋の露出

設計図書通り適切に施工されている

設計図書通り適切に施工されている

設計図書通り適切に施工されている

13

□

指摘内容はありません

□

指摘内容通知書を確認する

11.1～11.3はリフォーム工事を実施している場合に記入する 

12．外壁・屋根の検査項目（12.1～12.3）は防水補修工事に適合する工事を実施した場合に記入する

評価書等活用型住宅及び住戸型検査でで検査項目５．外壁及び７．屋根の共用部分の検査を省略する場合に記入する。

（改訂20180420）

確認方法

目視 打診

書類

部位 該当条文 計測 触診

非破壊検査会社

さび汁を伴うひび割れ、欠損

（エフロレッセンスを含む）

8 内壁

9 天井



9.1



8.9

第３１条

8.8



8.5



8.6



8.7



第３０条

第32条

（大規模）

12

結果

備考

（※９）

（※１１）

□

12.1 防水補修基準への抵触



□

12.2 契約内容と明らかに異なる補修



□

12.3 明らかに部分的な補修



外壁屋根

（※１０）



共同住宅の

場合のみ

長期修繕計画

（※１１）

□

13.1



長期修繕計画が備えられている

（※１０）

□

11.2

①構造耐力上主要な

部分に係る工事を含

む改修

第３6条

9.4

9.5

9.6

8.11

□



8.1

検査項目

該当

項目

現況等の確認欄

ﾘﾌｫｰﾑ

工事内容

（※９）



□

11.3



②雨水の浸入を防止

する部分に係る工事

を含む改修

③上記①、②以外の

改修

11



□

11.1



判定欄

3／３

戸建住宅の

場合のみ

第３５条

第32条

（大規模）

□

8.10



【評価書等活用型の場合】

既存住宅保険（検査機関保証型）の契約申込みは、(株)●●●●（当社）から、事務機関に対し行われる。既存住宅保険（検査機関保証型）の契約申込みに必要となる書類は表1-8の図書等である。

　　 なお、表1-8は「保険申込の手引き」からの引用であるので詳しくは最新版の「手引き」を

参照すること

表１-８　保険契約申込に必要な書類（参考）　　　　　　　　　　　　（◎：必須　△：該当する場合）
[image: image25.emf]第一面

基本情報

年 月 日

試験機器の確認

リバウンドハンマーの種類

□シュミットハンマーＮＲ形　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□スイス・プロセク社 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

テストアンビルの種類

□ＦＢＡ－Ｎ □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□スイス・プロセク社 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

リバウンドハンマーの測定前後の点検における反発度

測定前： 測定後： ※製造時：

測定前点検の判定： 測定後点検の判定：

備考

（改訂20180420）

瑕疵保証検査員氏名

使用機器

既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果

製造業者名

機種

製造業者名

反発度

申込受付番号

検査員番号

検査年月日

20

注：測定前、測定後の反発度が製造時の反発度から3％以上異なっているリバウンドハン

マーは用いることはできない。

注：仕上げ等があることにより、コンクリート素地面に対する非破壊検査が規定の箇所で実施できない場合



＜評価書等活用型住宅の場合＞

通常、保険申込住宅の専用部分における内壁および外壁を検査対象とします。ただし、専用部分で非破壊検査

が実施できない場合は、同じ建物における共用部分等（駐車場、機械室、電気室、倉庫）において１箇所検査を

行うこととし、検査部位を変更した理由および変更先の部位をこの備考に記載してください。



＜通常（住戸型検査）の場合＞

通常、外壁について、最下階及び最下階から数えて二の階で各１箇所を検査します。当該階で非破壊検査が実

施できない場合、住棟内のいずれかの階において１箇所検査することとし、検査部位を変更した理由および変更

先の部位をこの備考に記載してください。


[image: image10.emf]・

・

・

８）

・

・

・

▶

▶

◎

10）

△ 11）

△

12）

提出書類 詳　細

備　　考

瑕疵保証検査報告書（※3） 現場検査実施日までに提出が必要です。

既存住宅状況調査技術者等であることを

証する資格証（写）

既存住宅状況調査技術者（既存住宅現況検査技

術者を含む）が瑕疵保証検査を実施する予定の場合

のみ提出が必要です。

その他当社が指定する書類

共同住宅で評価書等活用型住宅として現場検査を希

望する場合は必須となります。提出されない場合は、既

存住宅状況調査方法基準（平成29年国土交通省

告示第82号）に定める住戸型調査に準拠した現場検

査を実施いたします。

建設住宅性能評価書（写）

住宅性能保証制度の保証書（写）

検査済証（写）または検査済証が交付されたことを証

する書面（写）

共同住宅等で評価機関が発行する各住戸の評

価書交付番号及び交付年月日が確認できる一

覧表（写）が添付できる場合は、建設住宅性

能評価書（写）の提出は不要です。

新築時、当社のまもりすまい保険に加入している

場合は、既存保険の保険契約申込書に新築時

の保険申込受付番号（3から始まる8桁の番

号）を記入してください。別途証する書面（保険

証券（写）等）の提出は不要です。

請負契約書

工事発注書

その他工事実施の内容が分かる書面

△ 新築時の基準に適合することを証する書

面（※2）

次のいずれかの書面

△ ７）防水補修基準（※1）に適合する工事を

3ヶ月以内に実施したことおよび当該工事

の内容がわかる書面

次のいずれかの書面 一戸建住宅で該当する場合にのみ提出が必要です。


注：「保険契約申込に必要な書類」は「保険申込の手引き」最新版を参照してください。
（※１）防水補修基準（「参考資料」参照）とは、適合する工事を３ヶ月以内に実施することで、保険料の割引ができる基準です。
この適用を受ける住宅の場合は当該書面が必要です。
（※２）評価書等活用型住宅として申込みをする場合に必要です。
（※３）機構が提供した書式（ひな形）を利用する場合は、以下の書類を添付する。
　　　　・瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用）
　　　　・指摘内容通知書及び是正報告書（指摘事項があった場合）

　　　　・平面図（床・柱内壁の傾斜測定結果を示したもの）

　　　　・現場写真（検査時に撮影したもの）
１.２.２　瑕疵保証検査の[image: image26.emf]第三面

測定結果（　□基礎　□外壁　□内壁　□その他　）

測定部位及び測定箇所：

リバウンドハンマーの測定結果の添付

各測定点の反発度（全測定点） 測定状況

□ □ 測定部位 測定位置：

□ □ 屋内外の別 □屋内 □屋外

□ □ 打撃の方向 □水平 □鉛直

□ □ □角度（　　　　　　度）

□ □ 測定面の状態 □型枠面 □仕上げ面

□ □ 乾湿状態 □乾燥 □湿潤（圧痕黒色）

□ □

測定面への処理

□研磨処理有 □仕上げ層除去

□ 圧縮強度推定式

□

日本材料学会式　Ｆｃ＝１．２７Ｒ－１８（Ｎ/ｍｍ

２

）

基準硬度　Ｒ＝Ｒ０+（Ｒ1+Ｒ２）

Ｒ０：リバウンドハンマーの反発度（Ｒ値）

採用した測定値は□にレ点チェックを行う。 Ｒ２：打撃角度の補正値。水平方向は０とする。

推定式による圧縮強度の算出

反発度Ｒ０＝ 含水状態補正値Ｒ１＝ 打撃角度の補正値Ｒ２＝

基準硬度　Ｒ＝Ｒ０+（Ｒ1+Ｒ２）＝ ＋

圧縮強度Ｆｃ＝１．２７Ｒ－１８＝１．２７× －１８＝

材令補正係数α：現時点では１．０とする。

圧縮強度Ｆ＝α・Ｆｃ＝１．０×

＝

設計基準強度

Ｎ/ｍｍ

２

圧縮強度Ｆ

Ｎ/ｍｍ

２

判定　□合格　□不合格



＜　＝　＞　



偏差が平均値の20％以上になる値があれば、その

反発度を捨て、これに変わる測定値を補うものとす

る。

反発度は四捨五入により有効数字２けたに丸め

る。

Ｒ1：含水状態の補正値。乾燥した状態は０、リバウンドハン

マーの打撃によりコンクリート表面にできた圧痕状態が黒色

になる場合は２ポイント加算。



＋（　 　　　　　＋　　　　　）＝　 　　　　　＋　　　　　）＝　 ）＝ 　　　　　＋　　　　　）＝　

1～9平均値



偏差20％



偏差20％



反発度Ｒ０



8



9



採用測定点

平均値



6



15



7



16



4



13



5



14



2



11



3



12



1



10

手続き
(株)●●●●（当社）は、申込者より、既存住宅保険（検査機関保証型）契約申込みを受付けた後、事務機関に保険契約申込を行う。「保険契約申込受理証」を受取り後、瑕疵保証検査を行う瑕疵保証検査員を選定し、保険料等の入金を確認する。表１-９（１.２.４参照）の瑕疵保証検査に必要な書類を添えて担当する瑕疵保証検査員に渡す。
（１）瑕疵保証検査日程の調整
①瑕疵保証検査員は瑕疵保証検査にあたり、書類の記入内容等について点検・確認を行う。
②検査の工程に達する前に、瑕疵保証検査の日程調整をしなければならない
１.２.３　瑕疵保証検査の日程調整・連絡等（再掲）

（１）瑕疵保証検査の実施日は、(株)●●●●（当社）又は瑕疵保証検査立会者が売主と調整した日時を優先し、瑕疵保証検査員自らの都合で決定しない。
[image: image27.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） 木造・Ｓ造用

登録機関（　　　　　）番号（　　　　　　　　）

□

施工中

□

引渡前

： ～ ：

□

通常（住棟型検査）

□

戸建

□

共同

□

通常（住戸型検査）

□

木造

□

Ｓ造

□

評価書等活用型住宅

□

小規模（階数３以下かつ延床面積500㎡未満）

□

大規模

□

平成11年５月以降

□

平成11年４月以前

幅0.5㎜以上のひび割れ

深さ20㎜以上の欠損

コンクリートの著しい劣化

さび汁を伴うひび割れ、欠損

鉄筋の露出

立上り（基礎梁）の 張間方向１箇所

縦筋（肋筋）間隔 けた方向１箇所

底盤の

鉄筋間隔

南面　１箇所

北面　１箇所

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

著しいひび割れ、劣化、欠損

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

著しいひび割れ、劣化、欠損

6/1,000以上の勾配の傾斜

著しい沈み

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

木造小規模住宅（通常）である場合、1.1～1.5の検査項目に指摘があった場合に限り1.6～1.7の非破壊検査を実施する。

木造大規模住宅（通常）である場合、1.6～1.7の非破壊検査を実施する。いずれも住戸型検査の場合も同様とする。

Ｓ造小規模住宅（通常）である場合、1.1～1.5の検査項目に指摘があった場合に限り1.6～1.7の非破壊検査を実施する。

Ｓ造大規模住宅（通常）である場合、1.6～1.7の非破壊検査を実施する。いずれも住戸型検査の場合省略できる。

当該住宅が評価書等活用型住宅の場合は非破壊検査は省略できる。

凡例 該当項目欄： [ は必須、該当有りは「☑」 ]

判定欄： [ 適合：「○」、不適合：「×」、該当なし：「／」、検査不可能：「－」 ]

確認方法欄： [ 確認の拠り所を明らかにし、該当する欄にチェックマーク「レ」を記入 ] （改訂20180420）

1／３



瑕疵保証検査員

□

1.7 底盤　１箇所

1



第６条

第３８条（1）

基礎

土台・床組

3.2



備考



3



2.2



2.1

床

3.3



3.4



第８条

第３８条（3）

第１５・１６条

第38条（10）

第７条

第３８条（2）

第１５・１６条

第38条（10）



1.2

1.3

20　　年　　月　　日

無

（共同住宅の場合）

長期修繕計画の有無

目視

計測

打診

□

□

コンクリート圧縮強度

3.1

1.10



1.6

1.8



触診

設備特約の付帯

□給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約

□無　□給排水管路特約

申込住宅の区分

瑕疵保証検査時期 検査立会者名

住戸形式

□



確認方法

判定欄 現況等の確認欄



1.4

1.5

第１７条

第３８条

（1）

（※１）

（※２）

（※３）

木

造

・

Ｓ

造

第38条

（11）

（大規模）

Ｓ

造

（※3）

（※１）

第１５・１６条

第38条（10）

2

（※2）



瑕疵保証検査員

瑕疵保証検査員

住宅の規模

（共同住宅の場合）

建築確認の時期

瑕疵保証検査員番号



－



瑕疵保証検査日時

構造

書類

該当条文 部位

検査項目

有

□

(株)●●●●



登録事業者名・

登録検査機関名

住宅保証機構　既存住宅保険（検査機関保証型）用



申込受付番号（機構使用欄）

調査技術者登録番号

瑕疵保証検査員名



邸名・室番号



検査機関整理番号

事業者登録番号

検査機関登録番号



別紙

別紙

別紙

該当

項目

1.1

（２）瑕疵保証検査が確実に実施されるようにするために、瑕疵保証検査員自ら瑕疵保証検査予定表等を作成し、原則検査予定日の７日前から３日前までに、瑕疵保証検査員（又は検査機関）から瑕疵保証検査立会者等に連絡を取り、瑕疵保証検査実施日時について調整・確認を行う。さらに、検査日前日までには必ず確認の連絡をとる（FAX等も可とする）。
（３）瑕疵保証検査立会者等と連絡が取れない場合は、必ず所属する検査機関と協議をすることとし、日程調整を放置してはならない。
１.２.４　瑕疵保証検査の準備

瑕疵保証検査依頼を受け、必要書類を受領した瑕疵保証検査員は、当該図書等により瑕疵保証検査対象となる申込住宅の概要等について把握する。また、瑕疵保証検査チェックシートに「邸名（買主名）」、「申込受付番号」、「登録検査機関番号」、「検査機関名」、「瑕疵保証検査員番号」及び「瑕疵保証検査員名」等、事前に把握できる範囲で記入を済ませておく。
なお、共同住宅においてリバウンドハンマーを用いてコンクリートの圧縮強度の試験を行う場合、試験時に短時間ではあるが音が発生するので、事前に保険申込者より、管理組合もしくは管理人に、試験日時と試験時に音が発生する旨を連絡していただくことが望ましい。

また、屋根等への立ち入りを行う場合は、事前に保険申込者より、管理組合もしくは管理人に、立ち入りすることを連絡するとともに、施錠されている場合は、鍵の拝借、解除等を依頼していただくことが望ましい。

表１-９　瑕疵保証検査に必要な図書等
	（1） 設計図書等
1 付近見取図

2 平面図

3 立面図

4 構造図※

5 屋根や外壁の防水措置の使用がわかる資料※

6 リフォーム工事の内容詳細がわかる書面
（２）工程表（又は工事予定表）※
（３）新耐震基準に適合していることを証する書面
（４）防水補修基準に適合する工事を行ったこと及びその内容がわかる書面　※

（５）建設住宅性能評価書等　※

（６）一戸建て住宅のうち、防水補修基準（「参考資料」参照）に適合する工事を実施した場合は、次に掲げる書面

①当該工事を保険申込の受付日から過去３ヶ月以内に実施したことを証する書面

②当該工事の内容がわかる資料

（７）瑕疵保証検査チェックシート 既存住宅保険（個人売主型）
（８）指摘内容通知書

※ 図書ごとの要否の詳細に関しては１.2.１（表１-８）を参照のこと


第３節　瑕疵保証検査時の実務

１.３.１　瑕疵保証検査の要点

瑕疵保証検査員は、既存住宅の現況を、直接、目視、計測又は打診等により確認するが、これらの方法により確認ができない部分においては、瑕疵保証検査立会者へのヒアリング等により確認する。

なお、設計図書等に表記されていない箇所の施工方法や、特に事故が発生しやすい箇所等については必要に応じてヒアリング等により確認する。
既存住宅保証制度（平成13年より機構が提供している保証制度）における保証事故は雨漏りが大半であり、中には現場検査以前に既に雨漏れしていたと推測される事故事例もあった。したがって、既に雨漏れが起きていることも想定し、雨漏れ事故が発生しやすい箇所について雨漏れによるシミ・黒ずみ・カビがないか、細心の注意を払って現場検査に臨むことが必要である。
天井やサッシ開口廻りの木製額縁等にシミ・黒ずみが確認できた場合で、「劣化事象等」に該当するか判断に迷うときは「劣化事象等」として指摘をすること。
[image: image28.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） 木造・Ｓ造用

（柱及び梁）著しいひび割れ、劣化、欠損

柱の6/1,000以上の勾配の傾斜

梁の著しいたわみ

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

（外壁及び軒裏）シーリング材の破断又は欠損

建具の周囲の隙間又は建具の著しい開閉不良

軒裏天井の雨漏り跡

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損

金属の著しい錆び又は化学的侵食

複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損

仕上材の著しい浮き

仕上材の著しい浮き

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

検査項目５．の外壁及び７．屋根は、共同住宅の評価書等活用型で、かつ、長期修繕計画がある場合、共用部分検査を

省略することができる。

検査項目７．屋根は、共同住宅の住戸型検査で、かつ、長期修繕計画がある場合、共用部分検査を省略することができる。

合板、ラス網、ボード、防水紙、構造材その他の下地材をいう （改訂20180420）

第１０条(2)~(4)

第３８条（5）

【その他の仕上】

5.4～5.10に準じる劣化事象等

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

第１１条

第３８条（6）

第24条

第３９条（7）



□

7.2



外壁等下地材（※５）まで達するひび割れ、欠損、

浮き、はらみ又は剥落

5.4

□



第１５・１６条

第38条（10）

第１５・１６条

第38条（10）



5.5



第１０条（4）

第３８条（5）

【塗壁仕上げ等】

□

判定欄

部位 該当条文

5.6

5.7



5.11



5.10

5.9

5.3

5.2

5.1



4.5



5.8

□

第１５・１６条

第38条（10）

4.1



4.2



第９条

第３８条（4）



検査項目

該当

項目

第18・19条

第３9条

（1）（2）

第１８条

第３9条（1）

第１９条

第３9条（2）

第１０条（１）

第３８条（5）

【仕上共通】

第１０条

（２）（３）

第３８条（5）

【乾式仕上】

外壁・軒裏

（※3）

現況等の確認欄

□

□

防水層の著しいひび割れ、劣化、若しくは欠損又は

水切り金物等の不具合

防水層の著しいひび割れ、劣化、若しくは欠損又は

水切り金物等の不具合【陸屋根の場合】

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・

共用廊下

□

7.1



6.2

6.3

□

6.1

支持部材又は床の著しいぐらつき、ひび割れ

又は劣化

屋根葺き材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、

劣化、欠損、浮き又ははがれ【勾配屋根の場合】

第20条

第３９条（3）

２／３

確認方法

目視 打診

書類

計測 触診

第１０条

（２）（4）

第３８条（5）

【タイル仕上

（湿式工法）】

□

□

（※５）

6

7

屋根

（※3）

（※４）

（※3）

（※４）

備考

5

4 柱及び梁

4.4


まもりすまい既存住宅保険の現場検査においては、小屋裏点検口や床下点検口が設けられていない場合は、「点検口無し＝不合格」ではなく、それに代わる調査やヒアリング及び住宅の状況を総合的に勘案し、保険の引き受けの可否を判断することとしている。
それに代わる調査としては、点検口から覗き込んで目視する代わりに小屋裏・床下にカメラを差し込んで撮影し、構造体の状況や雨漏り跡の有無を確認する方法などが考えられる。
なお、共同住宅の「住戸型検査」においては、「既存住宅状況調査方法基準」に定められた方法で行うこととしており、この方法によらない場合は、検査項目別の判定がすべて適合であっても現場検査合格として保険引受は行えない。

１.３.２　瑕疵保証検査時の安全確保

（１）瑕疵保証検査時には、ヘルメットを必ず着用し安全確保に十分配慮すること。ただし、室内において、ヘルメットによって瑕疵保証検査中に内装等を傷付けてしまう可能性がある場合などは着用しなくてもよい。
（２）現場への移動時には交通安全に努めること。
１.３.３　瑕疵保証検査の実施

（１）現場に持参するもの（参考）
	1 検査員証

2 ヘルメット

3 まもりすまい既存住宅保険（個人売主型） 瑕疵保証検査マニュアル

4 瑕疵保証検査に必要な図書等（１.２.４表-９参照）

5 バインダー（機構支給以外の同様のものでも可）

6 筆記用具

7 コンベックス（メジャー、リボンテープロッド等）

8 デジタルカメラ（100万画素以上）

9 検査補助機器

· プロフォスコープ（鉄筋探査機）
· リバウンドハンマー
· レーザーレベル（垂直・水平測量器）又はデジタル角度計付き水平器
· スチールボール

· パルハンマー等（タイルの浮き等の確認ができるもの）

· クラックスケール

· テーパーゲージ等（クラックの深さが測れるもの）
· 懐中電灯等（床下等を照らせるもの）

· 双眼鏡等（近隣から屋根の状況を確認できるもの）

· 脚立（天井点検口から小屋裏をのぞけるもの）
· 赤水計測用コップ（設備特約を付加する場合）

· ミラー棒（点検鏡）照明付きが便利
10 上履き（スリッパもしくは靴下カバー）


（２）瑕疵保証検査直前の準備

瑕疵保証検査員は、瑕疵保証検査の実施に先立ち、次の手順に従い準備を行う。

1 瑕疵保証検査立会者に対し、挨拶をして瑕疵保証検査を行う旨を告げると共に必ず検査員証等を提示し、身分を明らかにする。仲介業者や買主・売主が立会う場合も同様とする。
2 瑕疵保証検査立会者の氏名をチェックシートに記入する。

（３）瑕疵保証検査の手順

1 瑕疵保証検査要領（第２章参照）に基づき瑕疵保証検査を行い、その結果を「瑕疵保証検査チェックシート」に記入する。（記入方法等は、１.３.４を参照）

※着工前検査の場合は「着工前現況確認シート」に記入する。

2 検査項目の確認後、現場写真の撮影を行う。（詳細は１.３.６参照）
3 瑕疵保証検査完了時「瑕疵保証検査チェックシート」に記入漏れがないことを確認する。
4 瑕疵保証検査の結果、指摘内容がない場合は、瑕疵保証検査立会者に適合の旨を口頭で伝える。
指摘内容がある場合には、「指摘内容通知書」にその内容を記入のうえ（指摘部位にバインダーを添える等して写真を撮影する、撮影した写真は印刷して事務機関報告用「指摘内容通知書」に添付する）、瑕疵保証検査立会者に渡し、是正がなされない限り適合とならないことを伝える。
なお、是正方針の確認期間は瑕疵保証検査日より７日間程度とし指摘時に是正の完了期日を概ね確定させる。
また、是正内容が多岐にわたり写真や関係書類で止むを得ず是正確認ができない場合は、再検査を実施する旨を瑕疵保証検査立会者に伝える。（再検査料が必要なことも併せて説明する。）

5 （後日）是正結果の確認は、原則として是正状況を記録した写真及び関係書類の提出を受けて確認する。是正が適切な場合は、「指摘内容通知書」の是正内容欄に是正方法と是正確認年月日を記入し、適合の旨を口頭で瑕疵保証検査立会者に伝える。是正状況を記入した「指摘内容通知書」は瑕疵保証検査チェックシートと共に、(株)●●●●（当社）に提出する。（「指摘内容通知書」の書き方及び瑕疵保証検査後の取扱いは２.４.１参照）
6 設計図書と、申込住宅の状況が異なる場合は図面の手直しを求めるか、変更図面の提出（差替え）を求める。ただし、軽微なものについては、瑕疵保証検査立会者が朱書きで訂正した内容で確認することができる。

7 瑕疵保証検査の結果、不適合とする場合には、事前に(株)●●●●（当社）と協議する。

１.３.４　瑕疵保証検査チェックシートの記入方法
「瑕疵保証検査チェックシート」（以下「チェックシート」）は、木造（木造軸組工法、枠組壁工法）・Ｓ造用、RC造用（ＳＲＣ造、ＣＢ造を含む）の二つの様式としている。構造別に応じた検査項目に記入漏れやミスのないように、以下の内容に従いチェックシートに記入する。

（１）瑕疵保証検査チェックシートの現況等の記入

瑕疵保証検査に先立ち、使用するチェックシートの１枚目上段に、次の要領で現況等を記入すること。下記の①、②は事前に済ませておくこと。

1 邸名・室番号及び検査機関整理番号
2 検査機関登録番号・検査機関名、瑕疵保証検査員番号・瑕疵保証検査員名
3 瑕疵保証検査日時（瑕疵保証検査を実施した年月日、開始・終了時刻）

4 瑕疵保証検査立会者（当日、実際に瑕疵保証検査に立会う現場担当者等）の氏名
（２）現況、判定等の記入
チェックシートの、検査項目欄、該当項目欄、現況等の記録欄、判定欄、確認方法欄のそれぞれに次の要領で記入する。

①「検査項目」欄に掲げた項目のうち、申込住宅の構造により該当する部分を「該当項目」欄の□（チェックボックス）に「レ」点を記入する。構造は「木造（「軸組」又は「枠組壁」）」、「RC造」、「Ｓ造」に分かれる。なお、「構造共通」はすべての構造を対象とするため必須項目（「該当項目」欄に網掛け　　がされている部分）とする。

②「現況等の記録」欄は、以下により記入・確認を行う。

· 劣化事象等に関する項目については、その事象の有無を確認する。

· 鉄筋の間隔等に関する項目については、計測等を行った寸法を別紙に記入し、結果の判定を記入する。

· 非破壊検査会社が行う検査項目については、立会いを行う。

③「判定」欄は、瑕疵保証検査の結果、瑕疵保証検査基準等に適合している場合「○」、不適合の場合「×」を記入する。①「検査項目」の該当項目でレ点を記入しなかった項目は「／（斜線）」、レ点を記入した（該当検査項目）にも係らず、目視・計測等の瑕疵保証検査が行えなかった場合には「－（横棒）」を記入する。
⑤「確認方法」欄の記入は、以下により行う。

· 目視又は計測により判定を行った場合は、「目視・計測」欄に「レ」を記入する。　
· 打診により判定を行った場合は、「打診」欄に「レ」を記入する。

· 目視等又は計測が困難であり、設計図書等の書類により確認を行った場合は、「書類」欄に「レ」を記入する。
5 備考」欄は、瑕疵保証検査状況、施工内容等に関する特記事項がある場合の記録欄として用いる。なお、③「判定」欄に「－」を記入した項目においては、瑕疵保証検査が不可能だった旨（事由等）を記入する。また、それに代わる検査として実施した内容も記入する。
１．３．５　瑕疵保証検査チェックシート別紙の記入方法
　　●コンクリートの圧縮強度試験結果

　　　｢現場検査要領｣及びJIS A 1155を基に作成した｢リバウンド｣ハンマーの取扱・評価・管理方法について」に基づき、以下の要領で記入することとする。
（１）第一面
　　　基本情報欄に｢申込受付番号｣｢瑕疵保証検査員番号｣｢瑕疵保証検査員氏名｣｢検査年月日｣を記入する。
　　　試験機器の確認欄にはリバウンドハンマー及びテストアンビルの使用機器と、測定前後に実施した点検結果を記入する。
　　　備考欄には、検査部位である｢内壁｣及び｢外壁｣において検査を実施できない場合に、その理由と代替えして検査を実施した部位を記入する。
（２）第二面
　　非破壊検査を実施した｢内壁｣｢外壁｣の測定位置及び測定方向が確認できるように図面を貼付して記載する。
（３）第三面
　　　第三面に測定結果を記録する。
用紙の上部には、リバウンドハンマーの測定結果として、検査機器に記録された用紙を切り取り、貼付する。
　　　用紙の下部には測定結果の詳細として、｢各測定点の反発度｣｢測定状況｣｢推定式による圧縮　強度の算出｣を記録する。
　
●鉄筋探査
　瑕疵保証検査員が実施する木造・Ｓ造の基礎の鉄筋探査（小規模の場合は基礎に係る目視等による検査で劣化事象等が確認された場合）及びＲＣ造の鉄筋探査（小規模で基礎に係る目視等による検査で劣化事象等が確認された場合）の結果を記録する。
１.３.６　現場施工状況写真の撮影方法等

写真撮影の目的は、瑕疵保証検査時の現場の状況を把握するものであり、現場写真は瑕疵保証検査チェックシートの説明の補足資料としての役割である。

瑕疵保証検査員は瑕疵保証検査の際、申込住宅の現況について瑕疵保証検査員自らが次の要領で写真を撮影する。撮影した写真は他の図書等と共に事務機関へ提出する。（参考資料：写真貼付台紙（任意書式）を添付）
（１）現況写真の撮影枚数

写真は瑕疵保証検査時に３枚以上（可能な限り検査対象部位ごとに１枚以上とする。指摘箇所除く）撮影する。

[image: image29.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） 木造・Ｓ造用

雨漏りの跡

6/1,000以上の勾配の傾斜

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

雨漏りの跡

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

雨漏りの跡

著しい蟻害・腐朽等又は腐食

設計図書通り適切に施工されている

設計図書通り適切に施工されている

設計図書通り適切に施工されている

13

□

指摘内容はありません

□

指摘内容通知書を確認する

11.1～11.3はリフォーム工事を実施している場合に記入する 

12．外壁・屋根の検査項目（12.1～12.3）は防水補修工事に適合する工事を実施した場合に記入する

評価書等活用型住宅及び住戸型検査で検査項目５．外壁及び７．屋根の共用部分の検査を省略する場合に記入する。 （改訂20180420）

3／３

第21条

第３９条（4）

第１５・１６条

第38条（10）

第１５・１６条

第38条（10）

第22条

第３９条（5）

第14条

第３８条（9）

確認方法

目視 打診

書類

部位 該当条文 計測 触診

第12条

第３８条（7）

8.4



該当

項目

現況等の確認欄 判定欄



8.1



8.2

内壁下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、

はらみ又は剥落



8.3



12

結果

備考

（※６）

□

12.1 防水補修基準への抵触



□

12.2 契約内容と明らかに異なる補修



□

13.1



長期修繕計画が備えられている

（※７）

外壁屋根

（※７）

共同住宅の

場合のみ

長期修繕計画

（※８）

□

戸建住宅の

場合のみ

12.3 明らかに部分的な補修



（※８）

ﾘﾌｫｰﾑ工事

内容

（※６）

①構造耐力上主要な

部分に係る工事を含

む改修

②雨水の浸入を防止

する部分に係る工事

を含む改修

③上記①、②以外の

改修

□

11.1



□

11.2



□

11.3



小屋組

9.1



第13条

第３８条（8）



9.2

天井下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、

はらみ又は剥落



9.3

10.1



10.2 著しいひび割れ、劣化又は欠損



10.3



第１５・１６条

第38条（10）



第23条

第３９条（6）

11

検査項目

8 内壁

9 天井

10

（２）現況写真の撮影箇所

撮影箇所は次の箇所を参考にし、瑕疵保証検査員の判断で決定する。優先順位は次①～⑥の順番とするが、リフォームを行っている場合や特記すべき点がある場合などは瑕疵保証検査員の判断で撮影することができる。
1 建物全景（必須）
2 主な外壁の状況

3 主な部屋（リビング・ダイニング等）の内観（天井、内壁）
4 基礎外周部の状況

5 小屋裏・床下の状況
6 陸屋根・バルコニーの状況、勾配屋根・軒裏の状況
なお、指摘を行った場合においては指摘箇所を必ず撮影する。

7 指摘を行った箇所（必須）

※撮影の際は必要事項を記入したバインダーを可能な限り写し込む。バインダーの使用が困難な場合は現場が特定できるものを写し込むことが望ましい。

（３）バインダーへの記入方法

写真撮影の際は住宅概要を記入する。「撮影箇所」欄には「撮影箇所」及び必要に応じて「コメント」を記入する。

[image: image30.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） 設備特約付帯用

給水管

漏水

給湯管

排水管

排水の滞留

汚水管
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18

□

指摘内容はありません

□

指摘内容通知書を確認する

凡例 該当項目欄： [ は必須、該当有りは「☑」 ]

判定欄： [ 適合：「○」、不適合：「×」、該当なし：「／」、検査不可能：「－」 ]

確認方法欄： [ 確認の拠り所を明らかにし、該当する欄にチェックマーク「レ」を記入 ] （改訂20180420）

触診

確認方法

目視 打診

書類

15 第41条

□

漏水



□

□



15.1



15.2



16.1



16.2



18.1

17.1

□

受水槽、高置水槽の水漏れ、詰まり、変形、

損傷、著しいさび、腐食又は接続不良

揚水ポンプ、加圧・増圧ポンプ、電気温水器、

雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプの

水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、

腐食、接続不良又は作動不良

変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、

継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、

保護装置、支持フレーム、母線及び配線の

変形、損傷、著しいさび、腐食又は作動不良

ガス配管の変形、損傷、著しいさび、腐食

又は接続不良



第40条 14

□

14.1



14.2 赤水（水の変色、にごり、さび等の異物の混入）



検査項目

該当

項目

現況等の確認欄 判定欄

部位 該当条文

｢給排水管路特約｣を付帯している場合は検査項目のうち、14 給水管・給湯管及び15 排水管・汚水管の検査を実施する。

｢給排水管路・給排水設備・電気設備・ガス設備に係る特約｣を付帯している場合は14～18のすべての検査項目の検査を実施する。

計測



備考

第43条

第44条

結果

16 給排水設備 第42条

□

16.3

枡の詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食

又は接続不良

□

電気設備

ガス設備


[image: image31.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） ＲＣ造用

登録機関（　　　　　）番号（　　　　　　　　）

□

施工中

□

引渡前

： ～ ：

□

通常（住棟型検査）

□

戸建

□

共同

□

通常（住戸型検査）

□

ＲＣ造

□

ＳＲＣ造

□

ＣＢ造

□

評価書等活用型住宅

□

小規模（階数３以下かつ延床面積500㎡未満）

□

大規模

□

平成11年５月以降

□

平成11年４月以前

幅0.5㎜以上のひび割れ

深さ20㎜以上の欠損

コンクリートの著しい劣化

さび汁を伴うひび割れ、欠損

鉄筋の露出

コンクリート圧縮強度

著しいひび割れ、劣化、欠損

6/1,000以上の勾配の傾斜

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

著しいひび割れ、劣化又は欠損

柱の著しい傾斜

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

鉄筋の本数及び間隔（最下階、中間階、最上階）

（※１）ＲＣ造等小規模住宅で1.1～1.5の検査項目に指摘があった場合は床（3.5）、柱・梁（4.6）及び外壁（5.２0）の非破壊検査を実施する。

評価書活用型住宅及び住戸型検査の場合は省略できる。

（※２）ＲＣ造等大規模住宅の場合は基礎（1.9）、床（3.6）、柱・梁（4.7）及び外壁（5.２1）の非破壊検査を実施する。

評価書活用型住宅及び住戸型検査の場合は省略できる。

凡例 該当項目欄： [ は必須、有りは「☑」 ]

判定欄： [ 適合：「○」、不適合：「×」、該当なし：「／」、検査不可能：「－」 ]

確認方法欄： [ 確認の拠り所を明らかにし、該当する欄にチェックマーク「レ」を記入 ] （改訂20180420）

瑕疵保証検査員

1／３

20　　年　　月　　日

検査立会者名

住戸形式

□

1.2

1.3

住宅の規模

確認方法

判定欄 現況等の確認欄

書類

□

無

打診

触診

邸名・室番号



検査機関整理番号

事業者登録番号

検査機関登録番号



登録事業者名・

登録検査機関名



－



該当

項目

1.1



（共同住宅の場合）

建築確認の時期

瑕疵保証検査員番号

現場検査日時

構造

該当条文 部位

検査項目

有

（共同住宅の場合）

長期修繕計画の有無

目視

計測

設備特約の付帯

□給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約

□無　□給排水管路特約

申込住宅の区分

瑕疵保証検査時期



1.4

1.5

非破壊検査会社

□

□

3.2



3

瑕疵保証検査員

3.6



4.6

□

第33条

（小規模）

（※１）

第33条

（大規模）

（※２）

□

4.7



非破壊検査会社

備考

4 柱及び梁

4.3



4.1



第27条

3.1



住宅保証機構　既存住宅保険（検査機関保証型）用

申込受付番号（機構使用欄）



瑕疵保証検査員名



調査技術者登録番号

第26条

3.5

非破壊検査会社

1



第２５条

基礎

床



□

1.9

第32条

（大規模）

（※２）

第33条

（小規模）

（※１）

第33条

（大規模）

（※２）

バインダーの記載項目

申込受付番号

瑕疵保証検査員番号

撮影年月日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バインダーの参考例
（４）写真撮影したが結果としてうまく写らなかった場合

悪天候などにより写真撮影したが結果としてうまく写らなかった場合やデジカメの故障などやむを得ない状況の場合は、その事由を瑕疵保証検査チェックシートの備考欄に記入する。

第４節　瑕疵保証検査後の実務

１.４.１　指摘内容の処理

（１）指摘内容

瑕疵保証検査基準に定められた事項で、適合していない場合は是正が必要となる。指摘内容が是正されない場合は、瑕疵保証検査は不合格となり、既存住宅保険（個人売主型）契約の手続きを進めることができない。なお、構造上極めて重大な是正が必要な場合や、是正が困難な場合などは、(株)●●●●（当社）と協議する。

（２）指摘内容通知書の記載（瑕疵保証検査時）

瑕疵保証検査基準に適合しない事項を確認した場合は、指摘事項として指摘内容通知書に、その内容を記載し、瑕疵保証検査立会者に手渡す。この際に是正内容について理解を得られるように十分に説明し、是正されない場合は瑕疵保証検査が適合とならないことを説明する。また、瑕疵保証検査員は指摘部位にバインダーを添える等して写真を撮影する。撮影した写真の部位が判明するようにし、印刷して事務機関報告用「指摘内容通知書」に添付する。
なお、瑕疵保証検査時に不足している書類等がある場合は、「指摘内容通知書」の空欄に書類名を記載し、提出・提示により確認する。
（３）是正報告の目安と是正確認

指摘内容の是正方針の確認期間は瑕疵保証検査日より７日間程度とし、指摘時に是正の完了期日を概ね確定させることとする。是正結果の確認は原則として是正状況を記録した写真及び関係書類の提出を受けて確認する（内容に応じて現場での確認を行う）。是正を確認した場合は、指摘内容通知書の是正内容欄に是正方法と是正確認年月日を記入する。是正が適切なら適合の旨を口頭（電話等）で瑕疵保証検査立会者に伝える。また、瑕疵保証検査時に記載した不足書類等についても同様に確認する。すべての是正終了を確認して、指摘内容通知書を瑕疵保証検査チェックシートと共に検査機関に提出する。
なお、７日以内に報告がなかった場合は瑕疵保証検査立会者に督促を行うと共に検査機関に報告する。
（４）検査機関と協議すべき事項

指摘内容通知書を発行し、期間内（原則７日間程度）に是正されない場合又は是正方針が示されない場合、構造上極めて重要な是正が必要な場合は、検査機関と協議を行う。

１.４.２　瑕疵保証検査結果報告

瑕疵保証検査員は、瑕疵保証検査の結果の報告として、瑕疵保証検査依頼時に受け取った図書等に加え、次の書類を(株)●●●●（当社）に提出する。

（※図書ごとの要否の詳細に関しては１.2.１を参照のこと）

	（１）瑕疵保証検査チェックシート（瑕疵保証検査員が現場で手書きしたものでも可）
（２）現場で撮影した写真（３枚以上／回。写真１枚のサイズはL版程度とし、A4用紙に貼付け又はA4用紙でプリントアウトしたもの）

（３）指摘内容通知書（指摘を行った場合）

（４）是正を行った場合の確認資料（指摘を行った場合／原則として写真を含む）
（５）瑕疵保証検査の結果を記入した平面図等（柱・壁、床の勾配測定を実施した箇所を記入したもの）


第５節　その他

１.５.１　帳票類の取扱い（参考資料）
（１）「瑕疵保証検査依頼書・報告書」
　　　検査機関が検査申込を受付けた後、瑕疵保証検査員に瑕疵保証検査を依頼する際、瑕疵保証検査に必要な書類一式に添えて、瑕疵保証検査員に渡される書類である。
　　　添付書類のチェック欄に記載されている書類等が整っているか確認し、不足がある場合は検査機関へ連絡し瑕疵保証検査時までに提出を受ける。
（２）「既存住宅保険（検査機関保証型）着工前現況確認シート」※　機構の書式を参考にして下さい。
　　　　　リフォーム工事が行われる場合は、着工前に現況を確認する。

　　　　　「着工前現況確認シート」は、木造（木造軸組工法、枠組壁工法）、RC造（ＳＲＣ造、ＣＢ造を含む）又はＳ造の構造に関わらず一つの様式としている。
（３）「既存住宅保険（検査機関保証型）瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用）」
「瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用）」は、木造（木造軸組工法、枠組壁工法）とＳ造を兼用とした「木造・Ｓ造用」及び「RC造用」（ＳＲＣ造、ＣＢ造を含む）の二つの様式としている。構造に応じた検査項目に記入漏れやミスのないように、以下の内容に従い記入する。（記入方法等は１.３.４による。）
（４）「既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート　別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果」
｢現場検査要領｣及びJIS A 1155を基に作成した｢リバウンド｣ハンマーの取扱・評価・管理方法について」に基づいて記入する。記入方法等は１.３.５による。
　　
（５）「既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート　別紙　鉄筋探査　」

　　　瑕疵保証検査員が現場で鉄筋探査を行う場合の計測結果の記録として用いる。木造・Ｓ造用と

ＲＣ造を用意している。

（６）「指摘内容通知書」　※　機構の書式を参考にして下さい。
瑕疵保証検査時に指摘内容があった場合、その内容を記入し、瑕疵保証検査立会者に通知するために用いるものである。

＜使用方法＞

・指摘内容を記入した後に、２枚複写の２枚目を瑕疵保証検査立会者に渡し、１枚目を瑕疵保証検査員が保管する。なお、指摘箇所は必ず写真撮影し、プリントアウトした後に１枚目に添えて是正確認時に活用する。

・指摘内容の是正確認は、原則として是正状況を記録した写真及び関係書類の提出を受けて確認する（内容に応じて現場での確認を行う）。是正確認がすべて完了したら瑕疵保証検査員保管の「指摘内容通知書」の是正内容欄に是正方法と是正確認年月日を記入し、「瑕疵保証検査チェックシート」（手書きのもの）等と共に(株)●●●●（当社）へ提出する。（詳しくは１.４.２を参照）

　　　
（７）「現況写真貼付け用台紙」（任意書式）
帳票（１）「瑕疵保証検査依頼書・報告書」
[image: image32.emf]瑕疵保証検査チェックシート（報告書兼用） 設備特約付帯用

給水管

漏水

給湯管

排水管

排水の滞留

汚水管

17

18

□

指摘内容はありません

□

指摘内容通知書を確認する

凡例 該当項目欄： [ は必須、有りは☑ ]

判定欄： [ 適合：「○」、不適合：「×」、該当なし：「／」、検査不可能：「－」 ]

確認方法欄： [ 確認の拠り所を明らかにし、該当する欄にチェックマーク「レ」を記入 ] （改訂20180420）



備考

第43条

第44条

結果

16 給排水設備 第42条

□

16.3

枡の詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食

又は接続不良

□

電気設備

ガス設備



第40条 14

□

14.1



14.2 赤水（水の変色、にごり、さび等の異物の混入）



検査項目

該当

項目

現況等の確認欄 判定欄

｢給排水管路特約｣を付帯している場合は検査項目のうち、14 給水管・給湯管及び15 排水管・汚水管の検査を実施する。

｢給排水管路・給排水設備・電気設備・ガス設備に係る特約｣を付帯している場合は14～18のすべての検査項目の検査を実施する。

確認方法

目視 打診

書類

15 第41条

□

漏水



□

□



15.1



15.2



16.1



16.2



18.1

17.1

□

受水槽、高置水槽の水漏れ、詰まり、変形、

損傷、著しいさび、腐食又は接続不良

揚水ポンプ、加圧・増圧ポンプ、電気温水器、

雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプの

水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、

腐食、接続不良又は作動不良

変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、

継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、

保護装置、支持フレーム、母線及び配線の

変形、損傷、著しいさび、腐食又は作動不良

ガス配管の変形、損傷、著しいさび、腐食

又は接続不良



部位 該当条文 計測 触診


帳票（２）「既存住宅保険（検査機関保証型）着工前現況確認シート」


帳票（３）「既存住宅保険（検査機関保証型）瑕疵保証検査チェックシート」木造・Ｓ造用




帳票（３）「既存住宅保険（検査機関保証型）瑕疵保証検査チェックシート」ＲＣ造用





帳票（４）「既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート　別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果」



帳票（５）「既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート　別紙　木造・Ｓ造　鉄筋探査」

帳票（５）「既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート　別紙　ＲＣ造　鉄筋探査」

帳票（６）「指摘内容通知書」　※　機構の書式を参考にして下さい。

帳票（７）「現況写真貼付け用台紙」（任意書式）
[image: image11.emf]【写真台帳】

第一面

申込受付番号

7000××××

検査日

2017/●/●

写真番号

2

検査日

2017/●/●

写真番号

1

撮影箇所

建物全景

備考

※必須



撮影箇所

申込受付番号

7000××××

検査日

2017/●/●

備考



写真番号

3

撮影箇所



備考



申込受付番号

7000××××


ひな型（抜粋）





お願い





◆2018年4月20日時点における最新の瑕疵保証検査に関する内容となっております。





◆本資料は、「ひな型」ですので、会社名（青字部分）をご記入の上、ご活用ください。


※主な改訂事項は、赤字としております。





◆今後、瑕疵保証検査機関として検査を行う際は、本資料に基づき検査を実施頂きますようお願いいたします。





（事故が発生しやすい箇所等の例）


バルコニー笠木のジョイント部・外壁と手摺壁取付部（3面交点部）の防水不良、


外壁通気構法不良、


屋根の防水不良、


下屋と外壁取合部の防水不良、


開口部廻りの防水不良等


　設備機器と給水管・排水管接続部からの水漏れ
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